
令和８年度第１回 本庄市交通政策協議会 次第 

 

 

○ 委嘱状交付 

 

１．開  会 

 

２．挨  拶 

 

３．報告事項                                   

 （１）監査委員の指名について                       ７頁 

（２）デマンドバス及びシャトルバスの利用状況の推移について        ８頁 

 （３）バスまちスポットの新設について                  ２２頁 

 （４）はにぽん号バス停の新設について                  ２３頁 

 （５）歳出予算の流用について                      ２８頁 

４．議  事 

 （１）令和７年度 事業報告及び歳入歳出決算について           ２９頁 

 （２）令和８年度 事業計画（案）及び歳入歳出予算（案）について     ３４頁 

 （３）デマンドバス日曜日の運行実証実験に係る日程について        ３６頁 

 （４）令和９年度 地域公共交通確保維持改善事業費補助金に係る地域公共   

交通計画（地域間幹線系統）の認定申請について           ３７頁 

 （５）令和９年度 地域公共交通確保維持改善事業費補助金に係る地域公共 

交通計画（地域内フィーダー系統）の認定申請について        ５２頁 

 （６）令和８年度 地域内フィーダー系統補助金交付申請について      ７５頁 

５．そ の 他 

 

６．閉  会 

日 時：令和８年５月２２日（金） 

    午後３時～ 

場 所：本庄市役所（６階）大会議室 



（敬称略・順不同）

役　職 氏　　　　名 備　　　　考

会長 佐々木
サ サ キ

邦明
ク ニ ア キ

第１３号委員（学識経験を有する者） 早稲田大学  教授　

委員 高 柳
タ カ ヤ ナ ギ

徹 也
テ ツ ヤ

第１号委員（本庄市長又はその指名する者） 本庄市都市整備部長

委員 田 沼
タ ヌ マ

健 一
ケ ン イ チ 朝日自動車株式会社

運輸部長

委員 石倉
イ シ ク ラ

実希雄
ミ キ オ 十王自動車株式会社

代表取締役　社長

委員 関 根
セ キ ネ

肇
ハジメ 第２号委員（一般乗合旅客自動車運送事業者が組

織する団体）
一般社団法人埼玉県バス協会
専務理事

委員 金 子
カ ネ コ

英 俊
ヒ デ ト シ 庄和観光バス株式会社

代表取締役

委員 浅 見
ア サ ミ

禄 郎
ロ ク ロ ウ 協同貨物自動車株式会社

代表取締役

委員 神宮
ジ ン グ ウ

つぐよ
本庄地区タクシー協議会
会長

委員 藤 田
フ ジ タ

貢
ミツギ 一般社団法人埼玉県乗用自動

車協会　事務局長

委員 飯 塚
イ イ ツ カ

光 弘
ミ ツ ヒ ロ 第５号委員（一般旅客自動車運送事業者の事業用

自動車の運転者が組織する団体の代表者）
朝日自動車労働組合
執行委員長

委員 佐久間
サ ク マ

俊雄
ト シ オ

栗崎自治会長

委員 柳 田
ヤ ナ ギ タ

信
マコト 本庄市老人クラブ連合会

副会長

監査委員 木 村
キ ム ラ

勝 己
カ ツ キ

本庄商工会議所　常議員

委員 宮 部
ミ ヤ ベ

孝 夫
タ カ オ

児玉商工会　副会長

委員 種 村
タ ネ ム ラ

朋 文
ト モ フ ミ 本庄市身体障害者福祉会

会長

委員 進 藤
シ ン ド ウ

雄 樹
ユ ウ キ

第７号委員（本庄警察署長又はその指名する者） 本庄警察署交通課　課長

委員 菊 地
キ ク チ

祥 一
シ ョ ウ イ チ

第８号委員（児玉警察署長又はその指名する者） 児玉警察署交通課　課長

委員 大 塚
オ オ ツ カ

茉 莉
マ リ 第９号委員（国又は県の交通政策行政の経験及び

知識を有する者）
埼玉県企画財政部交通政策課
主査

委員 野 房
ノ ブ サ

宏
ヒ ロ

規
キ 第１０号委員（関東運輸局埼玉運輸支局長又はそ

の指名する者）
国土交通省関東運輸局埼玉運
輸支局　首席運輸企画専門官

委員 森 岡
モ リ オ カ

浩 司
コ ウ ジ 第１１号委員（国又は県の都市計画行政の経験及

び知識を有する者）
国土交通省関東地方整備局建
政部　都市調整官

委員 隅
ス ミ

藏
ク ラ

雄一郎
ユ ウ イ チ ロ ウ

第１２号委員（道路管理者（国道））
国土交通省大宮国道事務所
所長

委員 栗 原
ク リ ハ ラ

龍 一
リ ュ ウ イ チ

第１２号委員（道路管理者（県道））
埼玉県本庄県土整備事務所
道路部長

監査委員 図 師
ズ シ

雄 太
ユ ウ タ

第１３号委員（その他協議会が必要と認める者） 本庄市議会  議員

第６号委員（住民又は利用者の代表）

令和８年度　本庄市交通政策協議会　委員名簿

選　　出　　区　　分
（本庄市交通政策協議会設置要綱第３条第２項）

第２号委員（一般乗合旅客自動車運送事業者）

第３号委員（一般貸切旅客自動車運送事業者）

第４号委員（一般乗用旅客自動車運送事業者が組
織する団体）

任期：令和８年４月２４日～令和１０年３月３１日
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○本庄市交通政策協議会設置要綱 

平成２４年１月２０日 

告示第１７号の２ 

（設置） 

第１条 市内の交通の実態について調査及び研究を行い、本市の交通政策のあり

方を協議することにより、住民の利便性及び生活環境の向上に寄与するため、

本庄市交通政策協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

２ 協議会は、市内の公共交通のあり方についての協議を行うため、道路運送法

施行規則（昭和２６年運輸省令第７５号）第４条第２項に規定する地域公共交

通会議及び地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成１９年法律第５

９号）第６条第１項に規定する協議会を兼ねるものとする。 

（業務） 

第２条 協議会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる業務を行う。 

（１） 総合的な交通政策の検討及び推進に必要と認められる事項に関するこ

と。 

（２） 地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（平成２３年３月３

０日国総計第９７号、国鉄財第３６８号、国鉄業第１０２号、国自旅第２４

０号、国海内第１４９号及び国空環第１０３号）第２条第１項第１号に規定

する生活交通確保維持改善計画（以下「生活交通確保維持改善計画」という。）

の策定及び変更に係る協議に関すること。 

（３） 生活交通確保維持改善計画に位置付けられた事業の実施の調整に関す

ること。 

（４） 地域の実情に応じた適切な交通手段の態様及び運賃、料金等の検討に

関すること。 

（５） 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律第５条第１項に規定する

地域公共交通計画（以下「地域公共交通計画」という。）の作成及び変更に

関する協議に関すること。 

（６） 地域公共交通計画の実施に関する協議に関すること。 

（７） 地域公共交通計画に位置付けられた事業の実施に関すること。 
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（８） 前各号に掲げるもののほか、協議会の目的を達成するために必要なこ

と。 

（委員） 

第３条 協議会は、委員２４人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

（１） 市長又はその指名する者 

（２） 一般乗合旅客自動車運送事業者及びその組織する団体の代表者 

（３） 一般貸切旅客自動車運送事業者 

（４） 一般乗用旅客自動車運送事業者が組織する団体の代表者 

（５） 一般旅客自動車運送事業者の事業用自動車の運転者が組織する団体の

代表者 

（６） 住民又は利用者の代表 

（７） 本庄警察署長又はその指名する者 

（８） 児玉警察署長又はその指名する者 

（９） 国又は県の交通政策行政の経験及び知識を有する者 

（１０） 国土交通省関東運輸局埼玉運輸支局長又はその指名する者 

（１１） 国又は県の都市計画行政の経験及び知識を有する者 

（１２） 道路管理者 

（１３） 学識経験を有する者その他協議会が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、市長が委嘱、又は任命した日から当該日の属する年度の

翌年度の末日までとする。ただし、再任を妨げない。 

２ 前項の規定にかかわらず、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（役職） 

第５条 協議会に会長を置き、第３条第２項第１３号に規定する者のうち、学識

経験を有するものをもって充てる。 

２ 会長は、協議会の会務を総括し、協議会を代表する。 

（会議） 

第６条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、その議長と
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なる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ、これを開くことができない。ただ

し、書面により代理者に権限の委任がある場合には、代理者を出席委員とみな

す。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

４ 会議は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その説明又は意

見を聴くことができる。 

５ 会議は、原則として公開とする。ただし、会議を公開することにより公正か

つ円滑な議事運営に支障が生じると認められる場合は、非公開とする。 

（運賃協議分科会） 

第７条 協議会に道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第９条第４項に規定

する協議組織として運賃協議分科会（以下「分科会」という。）を置く。 

２ 分科会は、第２条第１項第４号に規定する運賃及び料金（以下「運賃等」と

いう。）に関する事項について協議を行う。 

３ 分科会の構成員は、次に掲げる者とする。 

（１） 第３条第２項第１号の者 

（２） 当該運賃等を定めようとする一般乗合旅客自動車運送事業者 

（３） 第３条第２項第１０号の者 

（４） 第３条第２項第６号の者のうち、市長が指名する者 

４ 分科会に分科会長を置き、前項第１号に掲げる者をもって充てる。 

５ 分科会長は、分科会の会務を総理し、分科会を代表する。 

６ 分科会の会議においては、前条の規定を準用する。この場合において、同条

中「協議会」とあるのは「分科会」と、「会長」とあるのは「分科会長」と読

み替えるものとする。 

（協議結果の尊重義務） 

第８条 会議及び分科会において協議が調った事項について、関係者はその結果

を尊重し、当該事項の誠実な実施に努めるものとする。 

（幹事会） 
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第９条 協議会に提案する事項について協議又は調整を行うため、必要に応じ協

議会に幹事会を置くことができる。 

２ 幹事会の組織、運営その他必要な事項は、会長が別に定める。 

（事務局） 

第１０条 協議会の業務を処理するため、協議会に事務局を置く。 

２ 事務局に事務局長及び事務局員を置き、会長が定めた者をもって充てる。 

３ 事務局に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

（経費の負担） 

第１１条 協議会の運営に要する経費は、補助金、交付金その他の収入をもって

充てる。 

（監査） 

第１２条 協議会に監査委員を２人置き、会長が指名する委員をもって充てる。 

２ 監査委員は、協議会の出納の監査を行い、その結果を会長に報告しなければ

ならない。 

（財務に関する事項） 

第１３条 協議会の予算編成、現金の出納その他財務に関し必要な事項は、会長

が別に定める。 

（協議会が解散した場合の措置） 

第１４条 協議会が解散した場合は、協議会の収支は、解散の日をもって打ち切

り、会長であった者がこれを決算する。 

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会

長が別に定める。 

附 則 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（平成２８年５月３１日告示第２００号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（令和４年３月２５日告示第１００号） 

この告示は、令和４年４月１日から施行する。 
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附 則（令和６年３月２９日告示第１４０号） 

この告示は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第１条及び第２条の改

正規定は、公示の日から施行する。 

附 則（令和６年６月２６日告示第２２７号） 

この告示は、公示の日から施行する。 
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報告（１） 監査委員の指名について 

  

  本庄市交通政策協議会設置要綱第１２条第 1 項の規定に基づいて、令和８年

５月１日付けで次のとおり監査委員を指名したので、報告します。 

 

 

監

査

委

員 

 

第６号委員 

 木村 勝己 委員（本庄商工会議所 議員） 

第１３号委員 

 図師 雄太 委員（本庄市議会 議員） 
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市内公共交通の概要 

①

②

③

④

報告（２）
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①

②

③

④

本庄地域

児玉地域

デマンドバス



デマンドバス　シャトルバス　直近５年の利用状況

1104

1771

443

505

136

950 人

200 人

400 人

600 人

800 人

1,000 人

1,200 人

1,400 人

1,600 人

1,800 人

2,000 人

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月 12月 1月 2月 3月

令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和7年 令和8年

デマンド合計

シャトル便

はにぽん号

(本庄北/本庄１号車）

はにぽん号

(本庄南/本庄２号車）

はにぽん号

(児玉市街地/児玉１号

車)

もといずみ号/はにぽん

号

（児玉山間/児玉２号車)
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①デマンドバス（はにぽん号）　利用者数

合計
参考

(Ｒ６年度)
前年比

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
25日 24日 25日 26日 25日 24日 30日 30日 24日 22日 22日 25日 302日 292日

月　間 426 441 427 443 396 376 432 379 387 367 345 434 4,853 4,045 120.0%

１日平均 17.0 18.4 17.1 17.0 15.8 15.7 14.4 12.6 16.1 16.7 15.7 17.4 16.1 13.9 116.0%

月　間 505 461 460 497 433 414 434 368 426 393 368 472 5,231 4,098 127.6%

１日平均 20.2 19.2 18.4 19.1 17.3 17.3 14.5 12.3 17.8 17.9 16.7 18.9 17.3 14.0 123.4%

月　間 60 70 63 61 33 45 60 95 70 46 67 74 744 1,605 46.4%

１日平均 2.4 2.9 2.5 2.3 1.3 1.9 2.0 3.2 2.9 2.1 3.0 3.0 2.5 5.5 44.8%
月　間 66 98 88 92 92 82 91 99 136 80 88 124 1,136 580 195.9%

１日平均 2.6 4.1 3.5 3.5 3.7 3.4 3.0 3.3 5.7 3.6 4.0 5.0 3.8 2.0 189.4%

月　間 1,057 1,057 1,070 1,038 1,093 954 917 1,017 1,019 886 868 1,104 12,080 10,328 117.0%

１日平均 42.3 44.0 44.6 41.5 42.0 38.2 38.2 33.9 42.5 40.3 39.5 44.2 40.0 35.4 113.1%

(単位：人）

②シャトルバス（はにぽんシャトル）　利用者数

合計 参考
(Ｒ６年度)

前年比

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
30日 31日 30日 31日 31日 30日 31日 30日 31日 31日 28日 31日 365日 365日

月　間 1,232 1,283 1,199 1,454 1,327 1,577 1,630 1,576 1,771 1,474 1,425 1,504 17,452 14,800 117.9%

１日平均 41.1 41.4 40.0 46.9 42.8 52.6 52.6 52.5 57.1 47.5 50.9 48.5 47.8 40.5 118.1%
(単位：人）

デマンドバス・シャトルバス　利用者数

令和７年 令和８年

令和７年 令和８年

運行日数

シャトル便

運行日数

本庄1号車

本庄２号車

児玉１号車

児玉２号車

市内合計-
 1

0
 -



はにぽん号
利用者アンケート結果

アンケート期間：令和８年３月
回答者：８１名

69%

22%

3%
6%

１−１ 住まい
本庄地域

児玉地域

近隣の地域（美里町、上
里町、神川町、深谷市、
伊勢崎市）

未記入

30%

70%

１−２ 性別

男性

女性

11%

5%

5%

64%

12%
3%

１−４ 職業

会社員・公務員

自営業

学生

無職

その他

未記入

4% 4%

11%

17%

40%

24%

１−３ 年齢

30代

40代

50代

60代

70代

80代以上
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36%

41%

23%

１−５ 運転免許証

持っている

持っていない

持っていたが、自主返納し
た

11%

30%

49%

6%
3% 1%

２ 利用頻度

週に3日以上

週に1〜2日

月に数回

年に数回

初めて

未記入

26%

13%

30%

25%

6%

１−６ 主な生活エリア

本庄地域のみ

児玉地域のみ

本庄市内

本庄市内+近隣の地域（美里町、上里
町、神川町、深谷市、伊勢崎市）

その他の地域

33%

23%

11%

3%

7%

0%

7%

11%

5%

３ 利用目的

通院

買い物

趣味・習い事

手続き

湯かっこ

観光

通勤・通学

電車や民間路線バスへの乗継

その他
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24%

20%

14%

16%

6%

11%

5%
4%

5 デマンドバス以外に普段利用する交通手段

徒歩

自転車

タクシー

路線バス

はにぽんシャトル

自動車（自分で運転）

自動車（家族等が運転）

外出しない

95%

4%
1%

４ はにぽんシャトルの認知度

知っている

知らない

未記入

【R4 市民意識調査】
満足 16.1％
やや満足 15.2％
普通 22.3％
やや不満 19.6％
不満 18.8％
無回答 8.0％
※R5に策定した本庄市公共交通計画策
定時の調査との比較

38.4％

【参考 R4市民意識調査】
シャトルバスの認知度
R4 52.5％
目標値（R9） 66％
※R5に策定した本庄市公共交通計画策
定時の調査との比較

31.3％

30%

28%

26%

10%
2% 4%

6 運行時間・運行区域などの使い勝手

満足

やや満足

普通

やや不満

不満

未記入

89%

5%
1%

3% 2%

7 予約者

自分で予約

家族が予約

友人・知人が予約

その他

未記入
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25%

17%
58%

８ 予約方法

LINE

MONETアプリ

コールセンターへの電話

42%

16%

34%

4%
4%

９ 予約方法等に関する満足度

満足 やや満足

普通 やや不満

不満

22%

73%

2%
1%

1% 0%
1%

１０ 決済方法
現金

回数券

交通系IC

各種クレジットカー
ド
各種QRコード

各種電子マネー

未記入

72%

22%

6%

１１ 居心地・接客に対する満足度

満足

やや満足

普通

やや不満

不満
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１２ 不満点、ご意見等
■不満点、ご意見
（予約について）

■その他

コールセンターの対応は丁寧ですが、実質・実情に合った予約させて欲しい。炎天下・極寒・強風など、例えば本庄早稲
田駅での乗継に小１時間待つのは厳しいです。せっかくなので利用者の心情もくんでください。

本庄駅から希望停留所（児玉地域）に直接行けるようにしてほしい。希望時間より５分前ならOKというのは、どういうこ
となのか不思議です。日曜日も運行して欲しい。

本庄地域と児玉地域に分かれていることや児玉から本庄駅に直接行けないなど不満です。もう少し遅くまで運行して欲し
い。（１９時までとか）

いつもありがとうございます。

片道５分で到着するところが、アプリだと２５分くらいかかってしまうように表示される点が不満です。

いつもありがとうございます。新幹線南口にもバス停を設置してください。

シニアカーを使っているので、乗る時が少し大変です。

運行時間の延長・増便

健康時はあまり気にしていませんでしたが、けがをした時に、通院・買物などではにぽん号がいかに交通手段として必要
かがわかりました。

いつも親切にしていただいています。ありがとうございます。

出来れば日曜日も走ってもらいたい。

いつも丁寧に対応していただいて、ありがとうございます。
時間どおりに来ます。キャンセルがやりやすくなりました。

急に乗りたい時に、なかなか予約がとれない。バスの台数を増やして欲しい。

日曜日・祝日も利用できるようにお願いします。
はにぽん号の増便をよろしくお願いします。本庄タクシードライバー様とても良いよ♡

なかなか希望どおりの時間がとれない。

日曜日・祝日も運行してください。時間帯も午後８時頃まで運行して欲しい。

夜中にLINEなら予約できるが、コールセンターだと取りにくいので、なんとかして欲しい。
予約が取りにくい。もう少し運行本数を増やして欲しい。

予約が面倒。（スマホが使えないので、いつも電話予約している）希望する時間に予約が取れないことがある。日曜日に
も運行していただけると助かります。車内が狭い。キャリーケースなどの荷物を置くところに困る。車体が高いので、足
が不自由な人は乗降しづらい。

コールセンターの女の人の対応が悪い！！男の人が親切に対応してくれる！

運行（日・祝）がない。運行時間午前7〜8時ができると嬉しい。

女性の方だと安心できます。

はにぽん号がないと、どこにも行けません。とても助かっています。

1週間前からお願いしてますが、前日などでは予約が取りにくい状況なので、当日でも予約できるようにしてほしい。

満足しています。

停留所の在り方について、乗降が危ない所及び停留所と停留所の間隔が短いところがあるので検討していただきたい。

時間が正確で満足している。

小さな車か相乗りで良いので、車を増やして欲しい。予約が取れないことが多いので。

（システムについて）

いつもありがとうございます。感謝しています。日曜日も運行してもらえると嬉しいです。もう少し運行車両が増えると
良いと思います。
本庄地域の予約が取りにくく、児玉からの乗継で不便。１週間前予約の制限が不便。とても便利に使わせて頂いていま
す。交通量の多い「新町会館前」は危ないので、路上のバス停は廃止してほしい。

指名ができれば、なお良いと思う。
（運行について）

予約が取りにくい。

電話での予約が取れない（希望する時間）もう1台増やしてほしい。

予約がとれない。高い。小金井というところでは100円チケットなしでも介護保険証見せると100円でのせる。公共バスは
駅から前原2丁目まで200円です。チケットが１回でなくなってしまう。買う時割引でも気持ち的にすごく高い気がする
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はにぽんシャトル
利用者アンケート結果

アンケート期間：令和８年３月
回答者数：８４名 29%

3%

11%

57%

１−１ 住まい

本庄地域

児玉地域

近隣の地域（美里町・上里町・神
川町・深谷市・伊勢崎市）

その他の地域

38%

58%

3% 1%

１−２ 性別

男性

女性

無回答

未記入

19%

16%

7%

14%

22%

12%

2%
7% 1%

１−３ 年齢
１０代

２０代

３０代

４０代

５０代

６０代

７０代

８０代以上

未記入

41%

0%27%

13%

18%
1%
１−４ 職業

会社員・公務員

自営業

学生

無職

その他

未記入
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51%

42%

6% 1%

１−５ 運転免許証

持っている

持っていない

持っていたが、自主返
納した

未記入

11%

6%

29%

21%

32%

1%

２ 利用頻度

週に３日以上

週に１〜２日

月に数回

年に数回

初めて

未記入

14%

11%

3%

8%

9%
6%

11%

19%

12%

5% 1%

３ 利用目的
通院・見舞い

買い物

趣味・習い事

観光

通勤

通学

仕事

本庄駅で在来線に乗り換えるため

本庄早稲田駅で新幹線に乗り換える
ため

52%47%

1%

４ はにぽん号の認知度

知っている

知らない

未記入
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43%

16%

26%

12%
1% 2%

６ 運行時間や運行区域などの使い勝手

満足 やや満足

普通 やや不満

不満 未記入

【参考 R4市民意識調査】
満足 20.2％
やや満足 14.0％
普通 28.1％
やや不満 24.6％
不満 10.5％
無回答 2.6％
※R5に策定した本庄市公共交通計画策定時
の調査との比較

34.2％

35.1％

1%

11%

11%

3%

40%

17%

17%

８ 運行経由地の希望
本庄総合公園

本庄総合病院

ベイシア本庄早稲田ゲート店

グローバルソフトウェア本庄文化
ホール
経由せず最短距離での運行

その他

未記入

35%

5%

7%16%

5%

17%

13%
0% 2%

５ はにぽんシャトル以外の交通手段
徒歩

自転車

タクシー

路線バス

はにぽん号

自動車（自分で運転）

自動車（家族等が運転）

外出しない

未記入

54%
33%

7%
6%

７ 運行ダイヤについて優先順位が高いもの

本庄駅の在来線ダイヤとの接続

本庄早稲田駅の新幹線ダイヤとの
接続

その他

未記入
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１２ 不満点、ご意見等
■不満点、ご意見

特になし。初めて本庄→本庄早稲田間で利用した。便利でありがたかった。

（運行について）
本数が少ない。最終が早すぎる。

便数が増えると利用しやすいです。夜間もあると利用しやすいです。いつもとても助かっています。ありがとうございま
す。

仕事で年に数回しか使わないのですが、次のバスが来るまでの時間が長いのが難点です。質問９のように、００分３０分な
どの定期出発が助かります。

64%
10%

19%

2% 5%

１０ 居心地・接客に対する満足度

満足

やや満足

普通

やや不満

未記入

39%

15%

25%

0%

11%

5%
5%

１１ 決済方法
現金

回数券

交通系IC

各種クレジットカード

各種QRコード

各種電子マネー

未記入

33%

35%

6%

1%

16%

1%
8%

９ 運行時間の見直し頻度
毎年

２・３年に一度程度

５年に一度程度

１０年に一度程度

定期的なダイヤ改正は行わず、00分・
30分などの定時出発を行う
その他

未記入
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■その他

アルバイト帰りに利用させて頂いております。助かっています。
本庄早稲田駅の乗り場がわかりづらい。

たまにしか利用しませんがいつも快適に利用させてもらっています。
今回、中学生の子どもと初めて利用しましたが、JRのスタンプラリーで本庄早稲田駅から本庄駅まで移動するのに、大変助
かりました。当日は二人ともリュックだったので、特に問題はありませんでしたが、スーツケースなど荷物の大きさや量に
よっては、乗車が困難だと感じました。もし予約制の便を導入するのであれば、人数に加えて、荷物の大きさや量を確認す
るのが良いと思います。

いつもありがとうございます。

いつも笑顔であいさつをしてくれていて、うれしいです。ありがとうございます。

通勤通学時間の本数が増えると嬉しいが、乗る人がいないなら妥当なダイヤだとは思う。路線バスより明らかに狭いのに、
料金が路線バスより高いのが気になる。スイカでの支払いが可能になったのは非常にありがたい。ありがたい交通手段であ
ることには変わりないので、これからもよろしくお願いいたします。

とてもありがたいですが、8時代(8:30頃)の運行があるとさらに助かります。通勤で使わせていただいており、大変助かって
おります。いつも本当にありがとうございます。朝イチ9時の利用者が多く、乗れない方もいらっしゃいますし、通勤の関
係で8時代(8:30頃)の運行があると非常に助かります。ご検討いただけると幸いです。今後ともよろしくお願いいたします。

是非これからも運行してください！！

個人的には8時スタートに前倒しいただけると幸いです。ラストを削除頂いてもよいかと思います。ラストは利用したこと
がないため、需要が確認できてないことご了承下さい。

通院するのに便利に使わせてもらい助かります。もう少し時間が増えるといいかな〜。

ありがとうございました。

（車両について）

朝夜の運行がないこと、本数が少ないこと、定刻に出発しないことが多いこと。大きな音漏れの音楽を聴いている乗客に対
する注意をしてほしい。

便が少ない。車両が小さい。

混んでる時は座れない。最近お昼に乗ると乗れない時あるのでもうちょいでかい乗り物にしてもらいたい。

初めて利用させていただきました。運転手さんが感じが良くてよかったです。本庄早稲田駅→本庄駅まで利用しました。
JRのスタンプラリーで移動するのに便利でした。また機会がありましたら、お願いいたします。ありがとうございました。

大変助かっております。安全運行ありがとうございます。

座席を増やした方が良いと思う。
車内が狭いので、キャスター等の荷物の置き場所に困る。（後ろに乗せて頂けるけど、手元に置きたい。）乗車人数に制限
があるため、乗れないことがあります。
前のようにもう少し人数のれた方が良いと思った。
満席で乗車出来ない時がある。
雨の日に混んでいて、乗れないことがあること。

今回仕事で移動するのに利用させていただきました。高崎線沿線に住んでるのに本庄早稲田が集合で、新幹線は高いなぁと
思って調べたら、便利なバスがあって助かりました。運転手さんも親切そうで、良かったです。ありがとうございました。

お昼時も運行してほしい
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■本庄市地域公共交通計画

評価指標④ 現 状 値：1,000件/年
R7目標値： 900件/年

R7年度予約不成立件数 893件 目標達成
（参考 R6年度予約不成立件数 728件）

〇当日不成立件数の算出方法について
令和7年3月にAIオンデマンド型交通システム

を導入したことに伴い、電話予約の「未予約」
の期間合計値に50.5％を乗じた数を実績代替値
として予約不成立件数とみなす。（令和7年第1
回本庄市交通政策協議会にて承認済：令和3年4
月から令和7年2月までの各年度における予約不
成立合計件数に対する当日不成立件数の割合が
50.5％による）

令和7年4月〜令和8年3月
→1,768件

予約不成立件数（実績代替値）
893件＝1,768件×50.5％

デマンドバスの予約不成立件数（令和7年4月〜令和8年3月）

未予約 1,768件（23％)

予約到達 6,083件（77％）

システムより抽出した電話予約の予約到達割合

予約到達 1024（87％）

-
 2

1
 -



バスまちスポットの新設について 

１ 目 的  埼玉県では、公共交通を利用しやすくすることで誰もが出歩きやす

く、地域とつながりやすいまちを目指し、官民が連携した「出歩きやす

いまちづくり～バスでつなぐ・人がつながる～」事業として、「バスま

ちスポット」の取組を実施しています。 

２ バスまちスポットとは 

(1) バス停留所の近くで、バスを気軽に待つことができる施設 

（おおむね 50m 圏内）                         

(2) バス時刻表を掲示または配布        

(3) ステッカーを掲示             

３ 本庄市の取組 

(1) 取 組 日 令和 7 年 9 月から 2 週間 

 (2) 取組内容 公共施設及び商業施設へ個別に登録の協力依頼 

４ 埼玉県へ登録  令和７年１２月２４日登録  ２７施設（下表のとおり） 

本庄市役所 アスピアこだま 本庄公民館 本庄東公民館 

本庄西公民館 本庄南公民館 藤田公民館 仁手公民館 

旭公民館 北泉公民館 市立図書館 競進社模範蚕室 

本庄ガス ECO 

はにぽんプラザ 

本庄市児玉文化会

館（セルディ） 

旧本庄商業銀行 

煉瓦倉庫 

グローバルソフトウエア

本庄文化ホール 

カミケン 

シルクドーム 

タカハシソース 

エコーピア 

老人福祉センター

つきみ荘 

ふれあいの里 

いずみ亭 

保健センター 障害福祉センター 湯かっこ 
テックランド 

New 本庄店 

ヤオコー 

本庄中央店 

ヤオコー 

児玉バイパス店 

MEGA ドン・キホーテ

UNY 本庄店 

 

 

５ その他   

   建物内のベンチなどの休憩スペースを提供してくれたり、トイレや駐輪場など

も提供してくれる施設があります。詳しくは、埼玉県ＨＰをご覧ください。

（https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/18507/202512242honjo.pdf） 
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報告（４）      はにぽん号バス停の新設 

  はにぽん号のバス停留所については、随時、新設・移転・名称変更の申し出を受け付け

ています。基本的には、公共施設や医療機関、商業施設など日常生活に欠かすことができ

ない施設には設置することとしています。 

 〇 新設１ 

バス停 No ４５４ バス停名 西今井関越道西 
バス停位置 今井地内 設 置 日 令和８年２月１６日 
 備 考 交通空白地の解消のため（西今井自治会長から設置要望） 

 

     

               

 〇 新設２ 

バス停 No ４５５ バス停名 本庄特別支援学校 
バス停位置 栗崎地内 設 置 日 令和８年２月１６日 
備 考 交通空白地の解消のため（本庄特別支援学校から設置要望） 
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〇 新設３ 

バス停 No ６５８ バス停名 ナーシングホーム 
結いの心 Honjo 

バス停位置 児玉町金屋地内 設 置 日 令和８年２月１６日 
備 考 高齢者福祉施設から設置要望 

 

    

 

〇 新設４ 

バス停 No ６５９ バス停名 うめみの工業団地入口 
バス停位置 児玉町宮内地内 設 置 日 令和８年２月１６日 
備 考 交通空白地の解消のため（宮内自治会長から設置要望） 
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〇 新設５ 

バス停 No ６６０ バス停名 宮内上 
バス停位置 児玉町宮内地内 設 置 日 令和８年２月１６日 
備 考 交通空白地の解消のため（宮内自治会長から設置要望） 

 

    

 

〇 新設６ 

バス停 No ６６１ バス停名 飯倉南 
バス停位置 児玉町飯倉地内 設 置 日 令和８年２月１６日 
備 考 交通空白地の解消のため（飯倉自治会長から設置要望） 
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〇 新設７ 

バス停 No ６６２ バス停名 アナン作業所前 
バス停位置 児玉町飯倉地内 設 置 日 令和８年２月１６日 
備 考 交通空白地の解消のため（飯倉自治会長から設置要望） 

 

    

 

〇 新設８ 

バス停 No ６６３ バス停名 ほてい堂下 
バス停位置 児玉町小平地内 設 置 日 令和８年４月１５日 
備 考 交通空白地の解消のため（東小平自治会長から設置要望） 
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〇 新設９ 

バス停 No ６６４ バス停名 庚申塚東 
バス停位置 児玉町秋山地内 設 置 日 令和８年４月１５日 
備 考 交通空白地の解消のため（秋山自治会長から設置要望） 

 

     

 

〇 新設１０ 

バス停 No ６６５ バス停名 秋山東 
バス停位置 児玉町秋山地内 設 置 日 令和８年４月１５日 
備 考 交通空白地の解消のため（秋山自治会長から設置要望） 
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１　歳出 単位：円

款 項 目 予算額 流用額 計 流用額の説明

１ 会議費 １ 会議費 240,000 ▲ 130,000 110,000
２回の会議を開催しました。不用額を委託料に流用
します。

２ 事務費 １ 事務費 1,036,000 ▲ 616,000 420,000
郵送代、振込手数料及びバス停留所などの消耗品を
購入しました。不用額を委託料に流用します。

１ 委託料 １ 委託料 67,264,000 2,050,000 69,314,000
デマンド・シャトルバス運行委託料等に不足が生じ
るため、会議費・事務費・補助金から流用します。

２ 補助金 １ 補助金 1,361,000 ▲ 1,304,000 57,000
はにぽん号・はにぽんシャトルから路線バスへの乗
継券を補助しました。不用額を委託料に流用しま
す。

69,901,000 69,901,000

２　流用理由

令和 ８ 年 ３ 月３１日
                  　　　      本庄市交通政策協議会
　　　　　　　　　　　　　　　会　長　　佐々木　邦　明

　款２事業費－項１委託料－目１委託料（デマンドバス及びシャトルバス運行委託料並びに車内決済手数料）に不足が生じるため、本庄市
交通政策協議会財務規程第５条の規定により、歳出予算を流用します。

１ 事務費

２ 事業費

令和７年度 本庄市交通政策協議会 歳出予算の流用

合　　　　計

（５）報告

-
 2

8
 -



令和７年度 本庄市交通政策協議会 事業報告 

令和７年 ４月１日（火） はにぽん号リニューアル運行開始 

 ・運行事業者の変更 

   全区域４台     本庄標準 本庄タクシー（株） 

   朝日自動車（株）→ 本庄延長 本庄タクシー（株） 

             児玉標準 朝日自動車（株） 

             児玉延長 本庄タクシー（株） 

・運行時間の延長（午前8時～午後5時 → ～午後6時） 

 ・運賃支払方法の拡充（交通系 IC・QR コード決済等） 

 ・運行車両の変更 

（セダン型 2 台をワゴン型に変更し 4 台ともワゴン型に） 

はにぽんシャトルリニューアル運行開始 

 ・運行事業者の変更 本庄観光（株）→庄和観光バス（株） 

 ・運行車両ラッピングの変更（マリーゴールドの花を追加） 

 ・運賃支払方法の拡充（交通系 IC・QR コード決済等） 

５月１６日(金) 令和７年度第１回 本庄市交通政策協議会 

報告事項 

・デマンドバス・シャトルバスの利用状況の推移等 

議  事 

・令和６年度 事業報告及び歳入歳出決算について 

・令和７年度 事業計画（案）及び歳入歳出予算（案）について 

・デマンドバス日曜日の運行実証実験に係る日程について 

・令和８年度 地域公共交通確保維持改善事業費補助金に係る地

域公共交通計画（地域間幹線系統）の認定申請について 

 ・令和８年度 地域公共交通確保維持改善事業費補助金に係る地

域公共交通計画（地域内フィーダー系統）の認定申請について 

・令和７年度 地域内フィーダー系統補助金交付申請について 

7月～８月 はにぽん号リニューアル利用者アンケート 

はにぽんシャトルリニューアル利用者アンケート 

９月１日（月） はにぽん号バス停留所名称変更 

議事（１）
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  ・オトナリマート本庄児玉店（児玉町児玉南2丁目地内） 

10月５日（日）～ 

11月 23日（日） 

はにぽん号日曜日の運行実証実験について 

 ・連続８日間の日曜日に実施 

 ・はにぽん号日曜運行の利用者アンケート 

10月 15日（金） はにぽん号バス停留所新設 

 ・くりた歯科クリニック（小島南２丁目地内） 

12月 15日（月） はにぽん号バス停留所新設 

 ・おはなデンタルクリニック（前原1丁目地内） 

12月 24日（水） バスまちスポットの設置 

 ・市内２７施設が埼玉県に登録（公共施設・商業施設） 

令和８年 １月２１日（水） 

 

令和７年度第２回 本庄市交通政策協議会 

報告事項 

・新任委員の報告及び監査委員の会長指名報告について 

 ・リニューアルアンケート（はにぽん号・はにぽんシャトル利用

者） 

 ・はにぽん号の日曜運行実証実験について 

 ・はにぽん号バス停の新設等報告 

議  事 

・令和７年度 地域公共交通確保維持改善事業（地域間幹線系統）

の事業評価について 

・令和 7 年度 地域公共交通確保維持改善事業（地域内フィーダ

ー系統）の事業評価について 

・令和７年度 歳入歳出予算の変更（案）について 

２月１６日（月） はにぽん号バス停留所新設 

 ・西今井関越道西（今井地内） 

 ・本庄特別支援学校（栗崎地内） 

 ・ナーシングホーム結いの心Honjo（児玉町金屋地内） 

 ・うめみの工業団地入口（児玉町宮内地内） 

 ・宮内上（児玉町宮内地内） 

 ・飯倉南（児玉町飯倉地内） 

・アナン作業所前（児玉町飯倉地内） 
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３月２４日(火)～
４月１１日(土) 

はにぽん号車両内に市内１２小学校の校歌を流す（中学生まちづく

り議会一般質問の提案事業） 

４月１５日（水） はにぽん号バス停留所新設 

 ・ほてい堂下（児玉町小平地内） 

 ・庚申塚東（児玉町秋山地内） 

 ・秋山東（児玉町秋山地内） 

 

- 31 -



１　歳入 単位：円

款 項 目 予算額 収入済額 比 較 説明

１ 補助金 １ 補助金 １ 補助金 2,000,000 5,010,000 3,010,000
・地域公共交通確保維持
　改善事業費補助金

２ 交付金 １ 交付金 １ 交付金 65,900,000 65,900,000 0 ・本庄市交付金

３ 運賃収入 １ 運賃収入 １ 運賃収入 2,000,000 6,012,050 4,012,050
・デマンドバス運賃収入
・シャトルバス運賃収入

４ 諸収入 １ 諸収入 １ 雑入 1,000 50,321 49,321 ・預金利子

69,901,000 76,972,371 7,071,371

２　歳出 単位：円

款 項 目 予算額 支出済額 不用額 説明

１ 会議費 １ 会議費 110,000 110,000 0 ・会議開催費用

２ 事務費 １ 事務費 420,000 408,485 11,515

・事務用品購入
・切手代
・振込手数料
・バス停留所消耗品

１ 委託料 １　委託料 69,314,000 69,307,580 6,420
・デマンドバス運行事業費
・シャトルバス運行事業費
・車内決済手数料

２ 補助金 １ 補助金 57,000 47,430 9,570 ・乗継券

69,901,000 69,873,495 27,505

76,972,371

69,873,495

7,098,876

7,098,876

0

差引残額

市への返戻額

差引残高

合　　　　計

合　　　　計

収入済額

支出済額

令和７年度　本庄市交通政策協議会　歳入歳出決算報告

2　事業費

１ 事務費
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令和８年度 本庄市交通政策協議会 事業計画（案） 

 

１．地域公共交通確保維持改善事業の認定申請及び事業評価 

 （１）地域公共交通確保維持改善事業費補助金に係る地域公共交通計画の認定申請 

（地域間幹線バス・シャトルバス・デマンドバス／下図参照） 

⇒ 本日の議事（４）・（５） 

 

 ＊フィーダーバス…幹線バスに接続して支線の役割をもって運行されるバス 

 （２）令和８年度計画【運行期間：令和７年１０月１日～令和８年９月３０日、現在運

行中の計画】の事業評価の実施。 

 

２．協議会スケジュール 

○令和８年５月２２日（第１回協議会） 

○令和９年１月下旬（第２回協議会 令和８年度計画の事業評価を実施予定） 
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議事（２）

（庄和観光バス株式会社）

（本庄タクシー株式会社）
（朝日自動車株式会社）



１　歳入 単位：円

款 項 目 予算額 説明

１　補助金 １　補助金 １　補助金 3,000,000
・地域公共交通確保維持改善
　事業費補助金

２　交付金 １　交付金 １　交付金 62,684,000 ・本庄市交付金

３　運賃収入 １　運賃収入 １　運賃収入 4,940,000
・デマンドバス運賃収入
・シャトルバス運賃収入

４　諸収入 １　諸収入 １　雑入 20,000 ・預金利子

70,644,000

２　歳出 単位：円

款 項 目 予算額 説明

１　会議費 １　会議費 240,000 ・会議開催費用

２　事務費 １　事務費 990,000

・事務用品購入
・切手代
・振込手数料
・バス停留所消耗品

１　委託料 １　委託料 69,344,000
・デマンドバス運行事業費
・シャトルバス運行事業費
・車内決済手数料

２　補助金 １　補助金 60,000 ・乗継券

３　予備費 １　予備費 １　予備費 10,000

70,644,000

合　　　　計

合　　　　計

１　事務費

２　事業費

令和８年度 本庄市交通政策協議会 歳入歳出予算（案）
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デマンドバス日曜日の運行実証実験に係る日程について 

 

１ 実証実験の目的  日曜日運行へのニーズ把握のため 

 

２ 協議事項（運行日の変更） 

変更前：月曜日から土曜日まで（ただし、国民の祝日に関する法律に基づく

休日及び１２月２９日から１月３日は除く。） 

変更後：月曜日から土曜日まで（ただし、国民の祝日に関する法律に基づく

休日及び１２月２９日から１月３日は除く。）並びに１０月４日、

１０月１１日、１０月１８日、１０月２５日、１１月１日、１１月

８日、１１月１５日及び１１月２２日 

   ＊日程の選定理由  晴天が望めて、出歩きやすい時期 

             年間を通して、日曜日のイベント開催が多い 

   ＊昨年度の実績   利用者数１１７人（１０月５日から連続８日曜日） 

 

３ 運行事業者 

（１）デマンドバス運行事業者（本庄地域標準運行型） 

本庄タクシー株式会社 

代表取締役 神宮 つぐよ 

（２）デマンドバス運行事業者（児玉地域標準運行型） 

朝日自動車株式会社 

代表取締役 柏倉 則行  

 

４ スケジュール 

月 日 内 容 

令和８年５月２２日 令和８年度第１回 本庄市交通政策協議会にて 

日曜日の運行実証実験に係る日程について協議 

    ５月下旬～ 

    ８月下旬 

一般乗合旅客自動車運送事業の事業計画変更届出書

を運行事業者が関東運輸局へ提出 

    ９月 １日 広報ほんじょう９月号にて周知 

市公式ホームページにて周知 

はにぽん号車内にて周知 

   １０月 ４日～ 

   １１月２２日 

日曜日の運行実証実験開始（８週間連続） 

 

令和９年１月下旬 令和８年度第２回 本庄市交通政策協議会にて 

日曜日の運行実証実験に係る結果報告 
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議事（３）



 

本庄市地域公共交通計画 

地域公共交通確保維持事業（地域間幹線系統）に関する記載箇所一覧表 

 

 

１．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の地域の公共交通における位

置づけ・役割 

本庄市地域公共交通計画 ９７ページ～９８ページ 

２．前号を踏まえた地域公共交通確保維持事業の必要性 

本庄市地域公共交通計画 ９７ページ～９８ページ 

３．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統に係る事業及び実施主体の概

要 

本庄市地域公共交通計画 １０３ページ 

４．地域公共交通計画の区域内全体における地域旅客運送サービスの利用者の数、収支、費用に係

る国又は地方公共団体の支出の額その他の定量的な目標・効果及びその評価手法 

本庄市地域公共交通計画 １２０ページ 

 

 

（添付資料） 

・上記記載の地域公共交通計画の該当ページ（写し） 

 

※ご参考 

地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱 

（地域公共交通計画） 

第 7 条 陸上交通（地域間幹線系統）に係る地域公共交通確保維持事業を行う場合は、地域公共交通計

画に、当該地域公共交通計画の計画期間内における次に掲げる事項について具体的に記載するものと

する。 
(1) 地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の地域の公共交通における位置

付け・役割 

(2) 前号を踏まえた地域公共交通確保維持事業の必要性 

(3) 地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統に係る事業及び実施主体の概要 

(4) 地域公共交通計画の区域内全体における地域旅客運送サービスに規定する地域旅客運送サービ

スの利用者の数、収支、費用に係る国又は地方公共団体の支出の額その他の定量的な目標・効果及

びその評価手法 

議事（５）
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議事（４）



別 紙 
 

令和８年５月２２日 

 

（名称）本庄市交通政策協議会 

 

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

 本市では、東西方向には鉄道による広域幹線があるものの南北を結ぶ公共交通は少な

く、地域間幹線バス「神泉総合支所線」は、本庄駅と近隣市町の拠点間を連絡し、通勤・

通学、通院、買物等日常生活における移動や趣味・旅行など近隣市町から本市へのアク

セス手段の１つとなっている。また、地域間幹線バス「児玉折返し場線」は、本庄地域

と児玉地域を定時定路線で結ぶ唯一の公共交通となっており、公共交通ネットワークを

構築する上で重要な役割を担っている。 

 一方で、本市や事業者の運営努力だけでは路線の維持が難しく、地域公共交通確保維

持事業（幹線補助）により運行を維持・確保することが必要である。 

 

（本庄市地域公共交通計画 Ｐ９７・Ｐ９８参照） 

 

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 

  地域間幹線バスの３系統について、各系統の収支率を１％向上させるために、それぞ

れ増員目標値を設定する。令和７年度輸送人員の実績値からの増員を図る。 

 

令和７年度の実績値及び令和９年度の増員目標値 

事業者名 系統名 輸送人員数 
令和８年度 

増員目標値 

 

 

朝日自動車 

 

 

本庄駅南口～蛭川～児玉折り返し場・赤城乳業

千本さくら工場線（児玉折返し場線①） 
153,390 人 3,200 人 

宮本町車庫～本庄駅南口～児玉折り返し場・赤

城乳業千本さくら工場線（児玉折返し場線②） 
68,271 人 1,700 人 

本庄駅南口～小島南・沖電気前～神泉総合支所

線（神泉総合支所線） 
206,913 人 5,000 人 

合計 428,574 人  

  

公共交通の利用者数（路線バス） 

 現状値 計画策定 計画期間 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

児玉折返し

場線①② 

207,172 

人 

‐ 211,336 

人 

213,449 

人 

215,584 

人 

217,739 

人 

219,917 

人 

神泉総合支

所線 

148,019 

人 

‐ 150,994 

人 

152,504 

人 

154,029 

人 

155,569 

人 

157,125 

人 

小 計 
355,191 

人 

‐ 362,330 

人 

365,953 

人 

369,613 

人 

373,308 

人 

377,042 

人 

その他路線 
352,605 

人 

‐ 359,692 

人 

363,289 

人 

366,922 

人 

370,591 

人 

374,297 

人 

合 計 
707,796 

人 

‐ 722,022 

人 

729,242 

人 

736,535 

人 

743,899 

人 

751,300※ 

人 

目標設定の

考え方 

地域間幹線バスは、現状値（R3 年度）に年間の伸び率１％を乗じた値を目標値

とします。※令和 9 年度のみ 100 人以下切り捨て 

（本庄市地域公共交通計画 Ｐ１２０参照） 
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別 紙 
（２）事業の効果 

 地域間幹線バス系統を維持することにより、地域で生活する高齢者や運転免許返納者

の生活に必要不可欠な移動手段が確保される。 

 具体的には、地域間幹線バス系統のバス路線「神泉総合支所線」及び「児玉折返し場

線」が維持・確保されることとなり、補助対象期間中、延べ約３７万人の住民の生活に

必要不可欠な移動手段の確保が見込まれる。 

 また、広域的・幹線的系統と地域的・支線的系統の有機的な連携により、効率的なバ

スネットワークが形成され、沿線住民の社会参加促進や地域活性化にもつながる。 

３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 

・利用実態に合わせた時刻表の定期的な見直し（朝日自動車(株)） 

・工場見学者（赤城乳業千本さくら工場）へのバス利用促進や朝日自動車グループ共通学

生フリーパス（定期）の販売促進などの定期的な利用促進イベント・キャンペーンの実

施（朝日自動車(株)、本庄市、赤城乳業(株)） 

（本庄市地域公共交通計画 Ｐ１０３・Ｐ１１７ 参照） 

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び 

運送予定者 

 表１を添付 

５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 

 地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱に定める「表２」を添付。 

６．２．の目標・効果の評価手法及び測定方法 

・事業終了後、輸送人員数の実績値とその増減の要因を運送事業者に提出してもらい、評

価を実施する。 

７．別表１の補助対象事業の基準ホただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの

運行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要 

【地域間幹線系統のみ】 

 ※該当なし 

８．別表１の補助対象事業の基準ニに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村

に準ずる生活基盤が整備されている」と認めた市町村の一覧 

【地域間幹線系統のみ】 

 ※該当なし 

９．別表１の補助対象事業の基準ハに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村

に準ずる生活基盤が整備されている」認めた市町村の一覧 

【地域間幹線系統のみ】 

 ※該当なし 

10．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期及

びその他特記事項 

   【地域間幹線系統のみ】 
 別添資料「生産性向上の取組について」のとおり。 

11．車両の取得に係る目的・必要性 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

 ※該当なし 

12．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

 ※該当なし 
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別 紙 
（２）事業の効果 

 ※該当なし 

13 車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体、要する費

用の総額、負担者とその負担額【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式

車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 ※該当なし 

14．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における

収支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用

した利用促進策） 

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 ※該当なし 

15．貨客混載の導入に係る目的・必要性 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 ※該当なし 

16．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

 ※該当なし 

（２）事業の効果 

 ※該当なし 

17．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担

額【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 ※該当なし 

18．協議会の開催状況と主な議論 

・令和 7 年 5 月 16 日（令和 7 年度第 1回） 令和 8 年度地域公共交通確保維持改善事業

費補助金に係る地域公共交通計画（地域間幹線系統）の認定申請について協議・承認 

・令和 8 年 1 月 30 日（令和 7 年度第 2回） 令和 7 年度地域公共交通確保維持改善事業

(地域間幹線系統)の事業評価について協議・承認 

・令和 8 年 5 月 22 日（令和 8 年度第 1回） 令和 9 年度地域公共交通確保維持改善事業

費補助金に係る地域公共交通計画の認定申請（地域間幹線系統）について協議 

19．利用者等の意見の反映状況 

○利便性等に関する意見 

・バスの運行本数を増やしてほしい。 

・電車との接続を考慮した時刻表にしてほしい。 

  本庄駅南口～児玉折返し場・赤城乳業千本さくら工場線の夜間帯の時刻表を見直し

ました。（令和 8年 2月 18 日） 

・大型ノンステップバスを導入してほしい。 

○路線維持に関する意見 

・バスがあって助かっている。 

・バスは欠かすことのできない交通手段の一つであり、今後も維持してほしい。 

 

これらの意見を踏まえ、市民の生活交通として必要なバス路線について、引き続き維持・

確保を図っていくこととする。 
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当初計画

変更計画 本庄北・本庄南地域を統合した「本庄地域」と児玉市街地・児玉山間地域を統合した
「児玉地域」の2つの区域に変更しました。また、名称を「はにぽん号」に統一しました。

令和6年度第4回本庄市交通政策協議会で変更承認(R6.11.1)
地域公共交通計画変更届出書を提出(R6.11.11)
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8年度

朝日自動車（株） (3)
本庄駅南口～蛭川～児玉折返し場・赤
城乳業千本さくら工場線 8,057.5

朝日自動車（株） (4)
宮本町車庫～本庄駅南口～児玉折返し
場・赤城乳業千本さくら工場線 3,540.5

朝日自動車（株） (5)
本庄駅南口～小島南・沖電気前～神泉
総合支所線 10,067.5

21,665.0

21,665.0

（注）

埼玉県
(本庄市)

表１　地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運行予定者（地域間幹線系統）

３．補助対象期間の計画と比較し、翌年度及び翌々年度の計画が同じ若しくは曜日の違いによる運行回数以外に変更がない場合については、その旨を記載することで足
りるものとする。　（ 記載例 「令和○年度、令和○年度については、令和○年度事業から　土日・祝日の日数による運行回数等の違いを除き、変更がないため省略」）

２．「特例措置」には、地域公共交通再編実施計画の認定を受け、地域間幹線系統に係る特例措置の適用を受ける場合には「１」を、平成２９年８月２日改正附則第２条の
規定に該当する場合には「２」を、補助金交付要綱別表２　５．ただし書きに該当する場合には「３」を記載する。

特
例
措
置

合　　　　　計

都道府県
（市区町

村）
運行予定者名

運行系統名
（申請番号）

確保維持事
業に要する
国庫補助額

（千円）

朝日自動車（株）　小計

１．本表に記載する運行予定系統を示した地図（運行予定系統が熊本地震被災市町村における応急仮設住宅の１キロメートル以内を経由することを図示したものを含む）
を添付すること。

-
 4

5
 -
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表２　地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額（地域間幹線系統用）

令和 8 年度

１．申請事業者の概要

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

（補助対象事業者の「基準期間
※

を最終年度とする連続した過去３年間」における実車走行キロ当たり経常費用等）

円 銭 円 銭 円 銭

円 銭 円 銭 円 銭

※「基準期間」とは、補助対象期間の前々年度の補助対象期間をいう。

２．キロ当たり補助対象経常費用及び経常収益

328 円 48 銭 円 97 銭 円 48 銭 0 円 0 銭 342 円 28 銭

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

３．旅客運賃の上限変更認可状況

年度 ／３

年度 ／３

年度 ／３

４．補助対象系統ごとに要する費用、負担者とその負担割合

ﾙ÷ﾁ

連雀町 9151

児玉高校 (25.0)

連雀町 3239

児玉高校 (8.8)

小島南 7048

沖電気前 (19.3)

事業者名 朝日自動車株式会社

補助対象期間の

前々年度(基準期間
※

)
の損益状況

乗合バス事業

営業収益 千円 営業外収益 経常収益（イ）

営業費用 千円 営業外費用 経常費用（ロ）

営業損益 千円 営業外損益 経常損益

補助対象期間の
前々年度の

実車走行キロ（ハ）

経常収支率

基準期間の前年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 千円 営業外収益 経常収益（イ’）

営業費用 千円 営業外費用 経常費用（ロ’）

営業損益 千円 営業外損益 経常損益

基準期間の前年度の
実車走行キロ（ハ’）

経常収支率

基準期間の前々年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 千円 営業外収益 経常収益（イ”）

営業費用 千円 営業外費用 経常費用（ロ”）

営業損益 千円 営業外損益 経常損益

基準期間の前々年度の
実車走行キロ（ハ”）

経常収支率

補助ブロック名

補助対象事業者の実車走
行キロ当たり経常費用
（基準期間の前々年度）

ロ”÷ハ”＝ａ

補助対象事業者の実車走行キ
ロ当たり経常費用

（基準期間の前年度）
ロ’÷ハ’＝ｂ

補助対象事業者の実車走行
キロ当たり経常費用

　（基準期間）
ロ÷ハ＝ｃ

武蔵・相模

補助ブロック名

補助対象事業者の実車
走行キロ当たり経常費

用
（a+b+c）/3 = ニ

地域キロ当たり
標準経常費用

ホ

キロ当たり経常費用
ニとホのいずれか少ない額

ヘ

キロ当たり経常費用
の差

二－ヘ = ケ

キロ当たり経常収益
イ÷ハ = ト

武蔵・相模 578 328

　　　　 0

補助ブロック名 認可日
認可を受けた補助対

象期間

補助金交
付要綱別
表２（注）

４．の適用
割合

フ

改定率
コ

基準期間の

基準期間の

基準期間の

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

運行
系統
名

運行系統

計画運行
日数

計画運行
回数

（　　）

計画平均乗
車密度

計画
輸送量

系統キロ程
地域公共交通再編事
業を実施する区域にお

けるキロ程

系統キロ程と地域公共
交通再編事業を実施す
る区域におけるキロ程と

の比率

補助ブロック外
乗入部分のキロ程

同一補助ブロック
都道府県外乗入
部分のキロ程

他路線との競合
部分に係るキロ程

他路線
との競
合率

補助ブ
ロック外
乗入部

分、同一
補助ブ
ロック都

道府県外
乗入部分
及び他路
線との競
合部分以
外のキロ
程の比率

起点
主な
経由
地

終点

①＝カッコ
内

②
①×②
＝③

チ オ オ÷チ＝ク リ ヌ ル

（チー（リ
＋ヌ＋

ル））÷チ
＝ヲ

武蔵
・

相模

3

本庄駅南口

～連雀町・児

玉高校～児

玉折返し場・

赤城乳業千

本さくら工場

本庄
駅南
口

児玉折返し

場・赤城乳業

千本さくら工

場

365 日

4

宮本町車庫

～連雀町・児

玉高校～児

玉折返し場・

赤城乳業千

本さくら工場

宮本
町車
庫

児玉折返し

場・赤城乳業

千本さくら工

場

365 日

5

本庄駅南

口～小島

南・沖電気

前～神泉

総合支所

本庄
駅南
口

神泉総

合支所 365 日

回 3.1 77.5 人
往10.7km

復10.7km
100.000%

回 3.2 28.1 人
往13.2km

復13.2km
100.000%

回 2.8 54.0 人
往20.1km

復20.1km

往1.4km
93.034%

復1.4km

合計 系統
復44.0km 復1.4km

往44.0km 往1.4km
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3 円

4 円

5 円

円

3 円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

4 円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

5 円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

3

4

5

合計 0円 0.0% 80,724,101円 100.0% 0円 0.0% 0円 0.0%

0.0% 43,986,679円 100.0% 0.0% 0円 0.0%

0.0% 0円 0.0%

0.0% 23,115,432円 100.0% 0.0% 0円 0.0%

合計 102,389,601 81,092,802 81,092,802

武蔵
・

相模
0.0% 13,621,990円 100.0%

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

ウの負担者とその負担割合

都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担

「その他
の者」の
具体的概

要

負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合

31,172,932 23,115,432

78,182,992 78,182,992 43,331,824 43,331 21,665

17,162,490 13,621,990

38,861,794 38,861,794 20135644 20,135 10,067.5 54,054,179 43,986,679

102,389,601 80,724,101

武蔵
・

相模
17,162,490 12,462,618 12,462,618 12,462,618 12,462,618 7081032 7,081 3,540.5

31,172,932 26,858,580 26,858,580 26,858,580 26,858,580 16115148 16,115 8,057.5

54,054,179 41,771,604 41,771,604

77,816,628

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

補助対象経常
費用から経常

収益を控除した額

補助対象経費
の限度額

タ又はレのうちい
ずれか少ないほ

うの額

ソのうち補助ブ
ロック外乗入部
分、同一補助ブ
ロック都道府県
外乗入部分及び
他路線との競合
部分以外に係る

ソのうち補助ブロック
外乗入部分及び同一
補助ブロック都道府

県外乗入部分以外に
係るもの

計画平均
乗車密度
が5人未満

の路線

補助対象経費 計画額
経常費用から
経常収益を
控除した額

損失額から国庫補
助額を控除した額

カ－ヨ＝タ カ×9/20＝レ ソ ソ×ヲ＝ツ ソ×ヲ’＝ツ’
ツ×みなし運行回
数／①計画運行回

数＝ネ
ナ ナ×1/2＝ラ ニ×ワ－ヨ＝ム ム－ラ＝ウ

67,427,722円 459,985.9 km 68,600,655円 504,751.1 km 78,612,302円 550,197.4 km合計 548,606.4 km 180,206,229円

205,745.9 km 150円.67銭 32,983,964円 244,369.3 km 134円.97銭 35,702,921円 283,394.2 km 125円.98銭 38,771,60893.034% 282,591.9 km 92,825,787円 137円.20銭 0円.00銭 0円.00銭 137円.20銭 137円.20銭 31,000,860円

171円.26銭 28,512,803

100.000% 84,311.7 km 27,694,707円 124円.92銭 0円.00銭 0円.00銭 124円.92銭 124円.92銭 9,184,078円 77,636.0 km 118円.29銭 9,605,723円 81,321.0 km 118円.12銭 11,710,017円 84,636.0 km 138円.35銭 10,532,217

経常収益
ヤ’

実車走行
キロ
マ’

補助対象系
統の実車走
行キロ当た
り経常収益
ヤ’÷マ’＝

e

経常収益
ヤ

実車走行
キロ
マ

補助対象
系統の実

車走行キロ
当たり経常

収益
ヤ÷マ＝f

ノ×ワ以上の額：ヨ

武蔵
・

相模

100.000% 181,702.8 km 59,685,735円 156円.92銭 0円.00銭 0円.00銭 156円.92銭 156円.92銭 27,242,784円 176,604.0 km 154円.25銭 26,010,968円 179,060.8 km 145円.26銭 31,199,364円 182,167.2 km

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

補助ブロック
外乗入部分
及び同一補
助ブロック都
道府県外乗
入部分以外
のキロ程の

比率

計画実車走
行キロ

補助対象
経常費用
の見込額

補助対象系統のキロ当たり経常収益

（チー（リ＋
ヌ））÷チ＝

ヲ’

補助対象
経常収益
の見込額

補助金交付要綱別表２（注）４．の適
用がある場合

３カ年平均 基準期間の前々年度 基準期間の前年度 基準期間

ワ ヘ×ワ以下の額：カ

ノ'とノ"のいずれ
か少ない額

ノ

基準期間に
おける実車
走行キロ当
たり経常収
益の運賃

改定による
増収分

f×コ÷(1＋
コ）×フ＝g

経常収益
控除額

ケとgのい
ずれか少
ない額

h

補助金交付
要綱別表２
（注）４．の
適用後のキ
ロ当たり経

常収益
ノ'ーh＝ノ"

(d+e+f)/3 =ノ'
経常収益

ヤ”

実車走行
キロ
マ”

補助対象
系統の実
車走行キ
ロ当たり経

常収益
ヤ”÷マ”

＝d
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様式第１－５（日本産業規格Ａ列４番）

（担当部門の名称） 　　（責任者役職・氏名）

運輸部
（担当部門の名称） 　　（責任者役職・氏名）

運輸部

経 常 費 用
運行 平均 平均乗車

運行 主な キロ程 回数 輸送人員 １人平均 輸送 運送収入 実車走行 運送雑収 営業外収益 計 １系統当り 適用 適用 賃率 密度 輸送量 備考

起点 終点 （ｋｍ） （Ａ） （人） 乗車キロ 人キロ （Ｂ） キロ（Ｃ） （Ｄ） （Ｅ） （Ｂ）+（Ｄ）+（Ｅ） 経常費用 日数＋ 日数 （Ｆ） （Ｂ）

系統名 経由地 （回） （ｋｍ） （人キロ） （円） （ｋｍ） （円） （円） （円） （円） （円） （Ｃ）×（Ｆ） （Ａ）×（Ｇ）

（Ｇ）

本庄駅南口～連雀町・児玉高校～ 連雀町

児玉折返し場・赤城乳業千本さくら工場 児玉高校

宮本町車庫～連雀町・児玉高校～ 連雀町

児玉折返し場・赤城乳業千本さくら工場 児玉高校

本庄駅南口～小島南 小島南

沖電気前～神泉総合支所 沖電気前

[記載要領]
１．この書類は、補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の実績について、補助対象期間の末日現在における状態に応じて、運行系統ごとに作成すること（補助対象系統のみ記載すること）。

２．申請番号は、生活交通確保維持改善計画認定申請書の申請番号と同一のものとすること。

３．起点及び終点は停留所名をもって記載し、主な経由地は他の運行系統と区別できる停留所名をもって記載し、キロ程は小数点以下第１位まで記載すること。

４．運行回数は、補助対象期間における１日の平均を小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。なお１往復を運行回数１回とし、循環系統の場合は、１循環で運行回数１回とする。

５．１人平均乗車キロは、運行系統ごとに実態調査に基づいて記載すること。

６．輸送人キロは、輸送人員×１人平均乗車キロにより算出すること。

７．運送収入は、当該運行系統の補助対象期間の運送収入について、原則として年１回以上実態調査を実施し、その結果により算出すること。また、実態調査日についても記載すること。

８．実車走行キロは、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。

９. １系統当たり経常費用は、補助対象事業者の実車走行キロ当たり経常費用に当該系統の実車走行キロを乗じたものとする。

10．平均賃率は、停留所相互間総運賃額÷停留所相互間総キロにより銭単位まで算出すること（銭未満切捨て）。ただし、補助対象期間中に運賃改定があった場合の当該運行系統の平均賃率は、表中の計算式により算出すること。なお、この場合において、ストライキ、積雪等の理由によりバスが運行されなかった日は適用日数から除くものとする。

11．平均乗車密度は(B)÷(C)÷(F)と連算し、その値について、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出すること。

12. 備考欄には、補助対象期間中に運行回数の変更があった場合、ストライキ、積雪等の理由によりバスが運行されなかった期間があった場合又は運賃改定があった場合等特記すべき事項について、変更年月日又は期間及びその内容を記載すること。

13. 各運行系統のキロ程、輸送人員、輸送人キロ、運送収入、実車走行キロ、運送雑収及び営業外収益の合計欄については必ず記載すること。

14. 市町村による回数券購入等の有無は、運送収入に含まれるものの有無について記載すること。

80,482,442 526,688.4 673,602 524,945 81,680,989 180,206,229合計 44.0 430,329 3,377,271.1

5 本庄駅南口 神泉総合支所 20.1 19.3 191,906 7.4 1,420,104.4 38,215,406

有・無
366日

159,784.8 248,130

315,544 240,658 38,771,608 92,825,787
(40.98×84日)×(45.42×282日)

44.41 3.0 57.9 有・無
366日

282,591.9

84,311.7 109,928 64,905 11,710,017 27,694,707
(42.65×84日)+(47.37×282日)

46.09 2.9 25.84 宮本町車庫
児玉折返し場・赤
城乳業千本さくら

工場
13.2 8.9 65,063 6.9 448,934.7 11,535,184

3 本庄駅南口
児玉折返し場・赤
城乳業千本さくら

工場
10.7 25.0 173,360 8.7 1,508,232.0 30,731,852 219,382 31,199,364 59,685,735

(47.37×84日)＋(51.70×282日)
50.28 3.8 95.0 有・無

366日

事　業　者　名 　朝　日　自　動　車　株　式　会　社

運行計画担当部門
　運輸部長　田沼　健一

補助金担当部門
　運輸部主任　都築　佑太

運行系統別実績及び平均乗車密度算定表（令和８年度）

実態調査日　　申請番号2令和7年4月28日 申請番号3.4令和7年4月24日 申請番号5令和7年4月23日

運　　行　　系　　統 年　間　輸　送　実　績 経　常　収　益 平　均　乗　車　密　度　算　定
市町村
による回
数券購
入等の
有無

申請

番号

運賃改
定前の
平均賃

率×

運賃改
定後の
平均賃

率×

総適用日数

-
 5

1
 -



本庄市地域公共交通計画 

地域公共交通確保維持事業（地域内フィーダー系統）に関する記載箇所一覧表 

 

 

 

１．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の地域の公共交通における位

置づけ・役割 

本庄市地域公共交通計画 ９５ページ～９８ページ 

２．前号を踏まえた地域公共交通確保維持事業の必要性 

本庄市地域公共交通計画 ９８ページ 

３．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統に係る事業及び実施主体の概

要 

本庄市地域公共交通計画 １１７ページ 

４．地域公共交通計画の区域内全体における地域旅客運送サービスの利用者の数、収支、費用に係

る国又は地方公共団体の支出の額その他の定量的な目標・効果及びその評価手法 

本庄市地域公共交通計画 １２０ページ～１２３ページ 

 

 

（添付資料） 

・上記記載の地域公共交通計画の該当ページ（写し） 

 

※ご参考 

地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱 

（地域公共交通計画） 

第１７条 陸上交通（地域内フィーダー系統）に係る地域公共交通確保維持事業（以下この条において

単に「地域公共交通確保維持事業」という。）を行う場合は、地域公共交通計画に、当該地域公共交通

計画の計画期間内における次に掲げる事項について具体的に記載するものとする。 

(1) 地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の地域の公共交通における位置

付け・役割 

(2) 前号を踏まえた地域公共交通確保維持事業の必要性 

(3) 地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統に係る事業及び実施主体の概要 

(4) 地域公共交通計画の区域内全体における地域旅客運送サービスの利用者の数、収支、費用に係る

国又は地方公共団体の支出の額その他の定量的な目標・効果及びその評価手法 

議事（６）
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議事（５）



 
 

令和８年５月２２日 

 

（名称）本庄市交通政策協議会 
 

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

本庄市においては、鉄道駅（本庄駅、本庄早稲田駅、児玉駅）を交通結節点として、

地域間幹線（路線バス）、デマンドバス、シャトルバス、タクシーにより構成される公

共交通網が広がっている。このうち、デマンドバス及びシャトルバスは、幹線に通じる

支線の役割を果たしている。 

しかしながら、近年、人口減少や高齢化の進展に加え、ゼロカーボンシティの実現や

新型コロナウイルスの感染拡大に伴う「新しい生活様式」の定着により、当市の公共交

通機関の利用者は減少を続け、収支悪化による行政負担の増加をはじめ、運行に様々な

問題が発生している。また、地域公共交通計画策定に係る各種意識調査では、公共交通

に対する満足度は高いとは言えず、デマンドバスの予約方法の改善など様々な課題が浮

き彫りとなっている。 

今後、高齢者や運転免許返納者の増加などにより、公共交通の需要が増加することが

予測されている。また、公共交通は、車を運転できない高齢者等を中心に、生活に必要

不可欠な交通として機能している。 

このため、地域公共交通確保維持事業により、フィーダー系統を確保・維持すること

で、住民の生活交通手段を存続させていくことが必要である。 

 

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 

 

①公共交通の利用者数 

 現状値 計画策定 計画期間 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

デマンド

バス 

10,396 人 ‐ 10,604 人 10,711 人 10,818 人 10,926 人 11,000 人 

シャトル

バス 

10,120 人 ‐ 10,323 人 10,426 人 10,530 人 10,636 人 10,700 人 

目標設定

の考え方 

デマンドバス、シャトルバスは、現状値に年間の伸び率１％を乗じた値を目標値と

します。 

 

②デマンドバスの予約不成立件数 

 現状値 計画策定 計画期間 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

予約不成

立件数 

1,000 件 ‐ 900 件 900 件 900 件 800 件 700 件 

目標設定

の考え方 

予約システムの見直しや利用者登録制の導入（R7 年度）により、現状値から 3 割削

減することを目標値とします。 

 

 
 
 
 
 

別 紙 
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③公共交通の収支率 

 現状値 計画策定 計画期間 

R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

デマンド

バス 

5.8％ ‐ 現状値以

上 

現状値以

上 

現状値以

上 

現状値以

上 

現状値以

上 

シャトル

バス 

18.1％ ‐ 現状値以

上 

現状値以

上 

現状値以

上 

現状値以

上 

現状値以

上 

目標設定

の考え方 

利用者増による運賃収入の増加を目指しますが、人件費、燃料費、車両管理費など

の運行経費の増加も想定されることから、現状より低下させないことを目標値とし

ます。 

 

（本庄市地域公共交通計画 Ｐ１２０参照） 

 

（２）事業の効果 

 フィーダー系統を維持することにより、高齢者等の日常生活に必要不可欠な移動手段

が確保される。また、幹線・支線のネットワークが連携することで、効率的な運行体系

が実現できる。 
 
３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 

・デマンドバスの運行日の見直し（交通事業者、市） 

・デマンドバスの運行形態の見直し（交通事業者、民間事業者、市） 

・シャトルバスの時刻表の定期的な見直し（交通事業者、市） 

 

その他、各事業を検討・協議のうえ、必要と判断したものを実施する。 

 

（本庄市地域公共交通計画 Ｐ１０３、Ｐ１０６、Ｐ１０８ 参照） 

 

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び 

運送予定者 

表１を添付 

５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 

地域公共交通確保維持事業によって運行の維持を図るデマンドバス及びシャトルバス

の運行経費は、本庄市交通政策協議会が運行契約していますので、運行委託料として全

額を負担（この財源は、本庄市からの交付金（令和８年度予算額：62,684,000 円）、運賃

収入及び国庫補助金）します。 

６．２．の目標・効果の評価手法及び測定方法 

・利用者数、予約不成立件数、収支率について、数値指標によるモニタリング・評価を

実施 

７．別表１の補助対象事業の基準ホただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの

運行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要 

【地域間幹線系統のみ】 

※該当なし 

 

８．別表１の補助対象事業の基準ニに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村

に準ずる生活基盤が整備されている」と認めた市町村の一覧 

【地域間幹線系統のみ】 
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※該当なし 

９．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期及

びその他特記事項 

【地域間幹線系統のみ】 

※該当なし 

10．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要 

【地域内フィーダー系統のみ】 

表５を添付 

11．車両の取得に係る目的・必要性 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

※該当なし 

12．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

※該当なし 

（２）事業の効果 

※該当なし 

13 車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体、要する費

用の総額、負担者とその負担額【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式

車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

14．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における

収支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用

した利用促進策） 

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

15．貨客混載の導入に係る目的・必要性 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

16．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

※該当なし 

（２）事業の効果 

※該当なし 

17．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担

額【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 
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18．協議会の開催状況と主な議論 

・令和 7 年 5 月 16 日（令和 7 年度第 1回） デマンドバス日曜日の運行実証実験に係る

日程について協議・承認、令和 8 年度地域公共交通確保維持改善事業費補助金に係る

地域公共交通計画（地域内フィーダー系統）の認定申請について協議・承認、令和 7

年度地域内フィーダー系統補助金交付申請について協議・承認 

・令和 8 年 1 月 30 日（令和 7 年度第 2回） 令和 7 年度地域公共交通確保維持改善事業

(地域内フィーダー系統)の事業評価について協議・承認、令和 7 年度歳入歳出予算の

変更（案）について協議・承認 

・令和 8 年 5 月 22 日（令和 8 年度第 1回） 令和 9 年度地域公共交通確保維持改善事業

費補助金に係る地域公共交通計画の認定申請（地域内フィーダー系統）について協議 

 

19．利用者等の意見の反映状況 

シャトルバス・デマンドバスの利用者アンケートを継続的に実施し、その結果を交通

政策協議会で協議し、各種施策に繋げています。シャトルバス等ではキャッシュレス決

済を導入し、デマンドバスでは AIオンデマンド型交通システムを導入するとともにコー

ルセンターのオペレーターを増員し、予約を取りやすく改善しました。 

 

【本計画に関する担当者・連絡先】 

（住 所） 埼玉県本庄市本庄３－５－３   

（所 属） 都市整備部都市計画課      

（氏 名） 菊池 大            

（電 話） 0495-25-1136          

（e-mail） tosikei@city.honjo.lg.jp    
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デマンドバス（区域運行）
・はにぽん号
（本庄地域・児玉地域）

令和6年度第4回本庄市交通政策協議会で変更承認(R6.11.1)
地域公共交通計画変更届出書を提出(R6.11.11)

当初計画

変更計画
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当初計画

変更計画 本庄北・本庄南地域を統合した「本庄地域」と児玉市街地・児玉山間地域を統合した
「児玉地域」の2つの区域に変更しました。また、名称を「はにぽん号」に統一しました。

令和6年度第4回本庄市交通政策協議会で変更承認(R6.11.1)
地域公共交通計画変更届出書を提出(R6.11.11)
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当初計画

変更計画

本庄地域
デマンドバス

児玉地域
デマンドバス

本庄地域

児玉地域

本庄北・本庄南地域を統合した「本庄地域」と児玉市街地・児玉山間地域を統合した
「児玉地域」の2つの区域に変更しました。

令和6年度第4回本庄市交通政策協議会で変更承認(R6.11.1)
地域公共交通計画変更届出書を提出(R6.11.11)
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表１　地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運送予定者（地域内フィーダー系統） 令和９年度

起点 経由地 終点
運行態様の
別

基準ハで該
当する要件
（別表７・９）

補助対象地域間幹線系
統等と接続の確保

基準ホで該
当する要件
（別表７のみ）

朝日自動車（株） (3) 879回

本庄タクシー（株） (4) 1,172回

（注）
神泉線・・・本庄駅南口～神泉総合支所線
児玉線・・・本庄駅南口（宮本町車庫）～（児玉
高校）～児玉折返し場～赤城乳業千本さくら工
場線

１．乗用タクシーによる運行の場合は、「運行系統名等」に運賃低廉化を行う運行サービスの名称を記載すること。

２．区域運行又は乗用タクシーによる運行の場合は、運行系統の「経由地」に営業区域又は運賃低廉化対象地域を記載することとし、「起点」、「終点」及び「系統キロ程」について記載を要しない。

３．「系統キロ程」については、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで記載すること。なお、循環系統の場合には、往又は復のどちらかの欄にキロ程を記載し、もう片方の欄に「循環」と記載すること。

４．「利便増進特例措置」及び「運送継続特例措置」については、利便増進計画又は運送継続計画の認定を受け、地域内フィーダー系統に係る特例措置の適用（別表９又は別表１０）を受けて補助対象となる場合のみ「○」を記載すること

５．「運行態様の別」については、路線定期運行、路線不定期運行、区域運行、乗用タクシーによる運行の別を記載すること。

６．「補助対象地域間幹線系統等と接続の確保」については、地域内フィーダー系統が接続する補助対象地域間幹線系統又は地域間交通ネットワークとどのように接続を確保するかについて記載すること。

７．乗用タクシーによる運行の場合は、「運行系統名」「利便増進特例措置」について記載を要しない。

８．本表に記載する運行予定系統を示した地図及び運行ダイヤを添付すること。乗用タクシーによる運行の場合は、営業区域を示した地図を添付すること。

地域内フィーダー系統の基準適合
（別表７・別表９・別表１０）

往3.0ｋｍ

復3.0ｋｍ

往　　　ｋｍ

計画
運行
日数

計画
運行
回数

利
便
増
進
特
例
措
置

運
送
継
続
特
例
措
置

365日 4927.5回 路線定期運行 ①

・補助対象地域間幹線系統神泉線及び児玉線
に接続
停留所「本庄駅南口」
・ＪＲ高崎線に接続
停留所「本庄駅南口」
・ＪＲ上越・北陸新幹線に接続
停留所「本庄早稲田駅北口」

③

復　　　ｋｍ

市区町村名 運送予定者名
運行系統名等
（申請番号）

系統
キロ程

本庄市

庄和観光バス（株） (1) 本庄シャトルバス
本庄
駅南
口

新田原

運行系統

本庄
早稲田
駅北口

本庄タクシー（株） (2) 本庄地域デマンドバス 区域運行 ①

・補助対象地域間幹線系統神泉線及び児玉線
に接続
停留所「本庄駅南口」「松澤医院」「飯塚内科産
婦人科」「和菓子いいじま前」「やない歯科医
院」
・ＪＲ高崎線に接続
停留所「本庄駅北口西」「本庄駅南口」
・ＪＲ上越・北陸新幹線に接続
停留所「本庄早稲田駅北口」

本庄
地域

293日 7,325回 ③

児玉地域デマンドバス
児玉
地域

293日 区域運行 ①

・補助対象地域間幹線系統児玉線に接続
停留所「高関」「浜坂歯科医院」「吉田林大北」
「木田歯科医院」「埼玉りそな銀行児玉支店前」
「木村医院」「児玉折返し場」「児玉警察署」
・ＪＲ八高線に接続
停留所「児玉駅前」
・ＪＲ上越・北陸新幹線に接続
停留所「本庄早稲田駅北口」

③

復　　　ｋｍ

往　　　ｋｍ

-
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9
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表１ 添付図面 

 

 

 

 

デマンドバス運用地域 

本庄地域 地域１を「本庄地域」とする。 

児玉地域 地域２を「児玉地域」とする。 

地域２並びに地域２に近接する「ビッグマーケット」及び「本庄早稲田駅

北口」に設置する乗降ポイント間を運行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

デマンドバス運行エリア（営業区域）…本庄市域 

（地域間幹線系統） 

（地域間幹線系統） 

結節点（地域間幹線系統との結節点） 
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本庄シャトルバス
　　路 線 図
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表１　添付資料（運行ダイヤ）

デマンドバス

◎はにぽん号（本庄地域・児玉地域（標準運行型））

◎はにぽん号（本庄地域・児玉地域（延長運行型））

本庄シャトルバス
平日、土曜・休日とも同じダイヤ
年中無休

停留所名
本庄駅南口 9:00 9:32 10:07 10:57 11:37 12:17 13:47 14:22 14:57 15:47 16:22 17:02 18:02 18:47
駅南交番前 9:02 9:34 10:09 10:59 11:39 12:19 13:49 14:24 14:59 15:49 16:24 17:04 18:04 18:49
南本町 9:03 9:35 10:10 11:00 11:40 12:20 13:50 14:25 15:00 15:50 16:25 17:05 18:05 18:50
けや木 9:05 9:37 10:12 11:02 11:42 12:22 13:52 14:27 15:02 15:52 16:27 17:07 18:07 18:52
新田原 9:06 9:38 10:13 11:03 11:43 12:23 13:53 14:28 15:03 15:53 16:28 17:08 18:08 18:53
法務局南 9:07 9:39 10:14 11:04 11:44 12:24 13:54 14:29 15:04 15:54 16:29 17:09 18:09 18:54
久下塚 9:09 9:41 10:16 11:06 11:46 12:26 13:56 14:31 15:06 15:56 16:31 17:11 18:11 18:56
本庄早稲田駅北口 9:13 9:45 10:20 11:10 11:50 12:30 14:00 14:35 15:10 16:00 16:35 17:15 18:15 19:00

停留所名
本庄早稲田駅北口 9:15 9:50 10:40 11:20 12:00 13:30 14:05 14:40 15:30 16:05 16:45 17:45 18:30
久下塚 9:17 9:52 10:42 11:22 12:02 13:32 14:07 14:42 15:32 16:07 16:47 17:47 18:32
法務局南 9:19 9:54 10:44 11:24 12:04 13:34 14:09 14:44 15:34 16:09 16:49 17:49 18:34
新田原 9:20 9:55 10:45 11:25 12:05 13:35 14:10 14:45 15:35 16:10 16:50 17:50 18:35
けや木 9:21 9:56 10:46 11:26 12:06 13:36 14:11 14:46 15:36 16:11 16:51 17:51 18:36
南本町 9:23 9:58 10:48 11:28 12:08 13:38 14:13 14:48 15:38 16:13 16:53 17:53 18:38
駅南交番前 9:24 9:59 10:49 11:29 12:09 13:39 14:14 14:49 15:39 16:14 16:54 17:54 18:39
本庄駅南口 9:28 10:03 10:53 11:33 12:13 13:43 14:18 14:53 15:43 16:18 16:58 17:58 18:43

月～土曜日
（日曜・休日・12/29～1/3は運休）

8:00～17:00
※最終降車時刻は17:00

月～土曜日
（日曜・休日・12/29～1/3は運休）

8:00～18:00
※最終降車時刻は18:00

本庄駅南口　→→→　本庄早稲田駅北口

本庄早稲田駅北口　→→→　本庄駅南口

　＊日曜日の運行実証実験の実施（１０月４・１１・１８・２５日、１１月１・８・１５・２２日の８日間）

-
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2
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表５　地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要

（単位：人）

　交通不便地域等の内訳

（１）記載要領

１．

２．

３．

４．

５．

６．

（２）添付書類
１． 「人口集中地区以外の地区」及び「交通不便地域等」の区分が分かる地図を添付すること。

（ただし、全域が交通不便地域等となる場合には省略可）

「交通不便地域等」の欄は、地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（以
下、「交付要綱」という。）の別表７（ハ②（１））に記載のある過疎地域の人口、交付要
綱別表７（ハ②（２）（実施要領の２．（１）⑪））に基づき地方運輸局長等が指定する交
通不便地域の人口及び交付要綱別表７リに基づき地方運輸局長等が認める地域の
合計（重複する場合を除く）を記載すること。
「対象地区」の欄には、当該市町村の一部が交付要綱別表７（ハ②（１））に掲げる法
律（根拠法）に基づき地域指定されている場合に、根拠法ごとに当該区域の旧市町村
名等を記載すること。また、地方運輸局長等が指定する交通不便地域等が存在する
場合には、該当する区域名を記載すること。

「根拠法」の欄は、交通不便地域を地方運輸局長等が指定した場合は、「局長指定」
と記載すること。また、乗用タクシー以外での輸送が著しく困難であるものとして地方
運輸局長等が認めた場合は、「局長指定（乗用）」と記載すること。

「特例適用開始年度」の欄は、地域公共交通利便増進実施計画又は地域旅客運送
サービス継続実施計画を策定し、利便増進特例又は運送継続特例を適用する場合
に記載すること。

人口は最新の国勢調査結果を基に記載すること。ただし、地方運輸局長等が指定す
る交通不便地域の場合は、申請する年度の前年度の３月末現在の住民基本台帳を
基に記載すること。
「人口集中地区以外」の欄は、国勢調査結果により設定された人口集中地区に該当
しない地区の人口を記載すること。

　地域公共交通計画、地域公共交通利便増進実施計画、地域旅客運送サービス継続実施計画の策定
年月日及び
特例適用開始年度

計画名 策定年月日 特例適用開始年度

本庄市地域公共交通計画 令和5年3月24日

573 本泉地区 山村振興法

交通不便地域等 573

人　口 対象地区 根拠法

市区町村名 本庄市

人　口

人口集中地区以外 33,454
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様式第１－８（日本産業規格Ａ列４番） 

番       号 

令 和  年  月  日 

 

 

 国土交通大臣 殿 

 

                                                   氏名又は名称 

                                                   住     所 

                                                    代 表 者 氏 名     

 

 

 

令和７年度 地域公共交通確保維持改善事業費補助金（地域内フィーダー系統確保

維持費国庫補助金）交付申請書 

 

 

 令和７年度地域公共交通確保維持改善事業費補助金（地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助

金）の交付を関係書類を添えて、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１．交付を受けようとする補助金の額 

  ○地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金 

運 行 系 統 数 補 助 金 の 額 

 千円 
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２．補助対象期間における損益の実績【地域内フィーダー系統（路線型(路線定期・路線不定期)運行）】

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

㎞ ％

３．キロ当たり補助対象経常費用

４．補助対象系統ごとの国庫補助金申請額、負担者とその負担割合

（へ－（ト＋チ））÷へ＝リ

国庫補助金
申請額

ソ

km 円 円 円 円 . 千円

km 円 円 円 円 . 千円

km 円 円 円 円 . 千円

km 円 円 円 円 . 千円

km 円 円 円 円 . 千円

km 円 円 円 円 . 千円

km 円 円 円 円 . 千円

km 円 円 円 円 . 千円

km 円 円 円 円 . 千円

km 円 円 円 円 . 千円

合計 km 円 円 円 円 . 千円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

合計 円 円 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

往 往 

復 0.0km 復 復 

往 往 

復 0.0km 復 復 

回 回 回 回 ％
往 0.0km

回 回 回 ％
往 0.0km

回

往 

復 0.0km 復 復 

回 回 回 ％
往 0.0km 往 往 

復 0.0km 復 復 

往 往 

復 0.0km 復 復 

回

回

回 回 回 ％
往 0.0km 往 

回 回 回 ％
往 0.0km

回

(2) 添付書類

1.補助対象期間に係る旅客自動車運送事業等報告規則第２条第２項の「事業報告書」又は自家用有償旅客運送の損益明細表。

2.様式第１－５の運行系統別輸送実績。

18.「実車走行キロ」は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。

19.「補助対象経常費用」は、円未満の端数を切り捨てること。

20.「補助対象系統の経常収益」については、補助対象期間における各補助対象系統の経常収益の実績額を記載すること。

21.「補助対象経費」については、（カ）の金額を記載する（千円未満の端数は切り捨てること）。

22.「補助対象経費の１／２」については、系統ごとに百円単位（0.5千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。

23.「国庫補助上限額」については、市区町村等が当該市区町村等に係る国庫補助上限額のうち、各事業者の系統ごとに按分した額を記載することとし、千円未満の端数は切り捨てること。

12.「運休回数」については、計画運行回数のうち、補助対象期間中に運休した回数を記載すること。

13.「運休回数のうち１２条２項ただし書によりやむを得ないとして大臣が認めた回数」については、補助対象期間中に運休した回数のうち、天災その他やむを得ない事情がある場合による回数を記載すること。

14.「運行割合」は、小数点第２位（第３位以下切り捨て）まで算出して記載すること。

15.「系統キロ程」、「補助ブロック外乗入部分のキロ程」及び「市区町村外乗入部分のキロ程」は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出すること。なお、循環系統の場合には、往又は復のどちらかの欄にキロ程を記載し、もう片方の欄
に「循環」と記載すること。

16.「同一補助ブロック市区町村外乗入部分のキロ程」については、同一補助ブロック内における市区町村外乗入部分のキロ程を記載することとし、補助ブロックが異なる市区町村外乗入部分は（ト）欄に記載すること。

17.「補助ブロック外乗り入れ部分及び同一補助ブロック市区町村外乗り入れ部分以外のキロ程の比率」は、％以下第３位（小数点第４位切り捨て）まで算出して記載すること。

 6.「地域キロ当たり標準経常費用」は、補助ブロックを管轄する地方運輸局等が通知した数値によること。

 7.キロ当たり補助対象経常費用の計算上生じた単位未満の端数は切り捨てること。

 8.申請番号は、事業者及び系統ごとに一連番号とすること。なお、１系統が２つ以上の補助ブロックにまたがる場合は、その比率に応じ低い方をカッコ書きの番号とすること。

 9.「利便増進特例措置又は運送継続特例措置」については、地域公共交通利便増進実施計画の認定を受け、地域内フィーダー系統に係る特例措置の適用（別表９）を受けて補助対象となる場合は「利便」と記載し、地域旅客運送サービス
継続実施計画の認定を受け、地域内フィーダー系統に係る特例措置の適用（別表１０）を受けて補助対象となる場合は「継続」と記載する。

10.「計画運行回数」については、大臣に認定された地域公共交通計画に記載された回数を転載すること。

11.「実績運行回数」については、補助対象期間中に運行した回数を記載すること。

(1) 記載要領

 1.乗合バス事業の収益、実車走行キロについては、高速バス及び定期観光バス等を除き、費用については、高速バス及び定期観光バス等並びに補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）における補助金交付要綱第２編第１章
第３節に係る経常費用を除くこと。

 2.補助対象事業者の決算期間が補助対象期間と相違している事業者については、補助対象期間の仮決算を行い、その損益状況を損益状況欄に記載すること。

 3.補助対象期間中の一般乗合旅客自動車運送事業（自家用有償旅客運送）と他の事業を兼業している場合の関連収益及び費用の配分については、原則として、自動車運送事業に係る収益及び費用並びに固定資産の配分基準について
（昭和52年５月17日付け自総第338号、自旅第151号、自貨第55号）によること。

 4.「補助対象期間の損益状況」については、消費税相当額を控除した額を記載すること。

 5.「補助ブロック名」は、補助金交付要綱別表６の名称を記載すること。

0 0

負担額 負担割合

市区町村
申請
番号

経常費用から
経常収益を控除

した額

損失額から国庫補助
額を控除した額

ネの負担者とその負担割合

都道府県 市区町村 その他の者

0.0 0 0 0 0 0 千円

事業者自己負担

「その他の者」の具体的概要

ハ×ヌ－ヲ＝ツ ツ－ソ＝ネ 負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合

補助対象経費の1/2
国庫補助
上限額

ヌ ホ×ヌ = ル ヲ ル－ヲ＝ワ ワ×リ＝カ ヨ ヨ×1/2＝タ レ

市区町村
申請
番号

実車走行キロ
補助対象
経常費用

補助対象系統
の経常収益

補助対象経常
費用から経常

収益を控除した額

合計

ワのうち補助ブロック外乗入部

分及び同一補助ブロック市区

町村外乗入部分以外に係るも

の

補助対象経費

往 往 

復 0.0km 復 復 
回 回 ％

往 0.0km
回 回

往 往 

復 0.0km 復 復 
回 回 ％

往 0.0km
回 回

往 往 

復 0.0km 復 復 
回 回 ％

往 0.0km
回 回

往 往 

復 0.0km 復 復 
回 回 ％

往 0.0km
回 回

往 往 

復 0.0km 復 復 
回 回 ％

往 0.0km

0円.00銭

市区町村
申請
番号

利便増
進特例
措置又
は運送
継続特
例措置

運行
系統名

補助ブロック名
補助対象事業者の実車走行キロ当

たり経常費用
イ÷ロ = ハ

地域キロ当たり
標準経常費用

二

キロ当たり経常費用
ハとニのいずれか少ない額

ホ

回 回

同一補助
ブロック市
区町村外
乗入部分
のキロ程

補助ブロック外乗り入

れ部分及び同一補助

ブロック市区町村外

乗り入れ部分以外の

キロ程の比率

起点
主な

経由地
終点

ヘ ト チ

実績運行回数
（ろ）

運休回数
（は）

運休回数のうち１
２条２項ただし書
によりやむを得な
いとして大臣が認

めた回数
（に）

運行割合
（100%を超える場
合は100%を上限

とする。）
（ほ）

系統キロ程
補助ブロッ
ク外乗入部
分のキロ程

運行系統

計画運行回数
（い）

補助対象期間の実車走
行キロ（ロ)

経常収支率

経常費用（イ）

営業損益 営業外損益 経常損益

補助対象期間の
損益状況

一 般 乗 合 旅 客 自 動 車 運 送 事 業 ・ 自 家 用 有 償 旅 客 運 送

営業収益 営業外収益 経常収益

営業費用 営業外費用

0 千円 . 千円
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２．補助対象期間における損益の実績【地域内フィーダー系統（区域型運行）】

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

時間

３．キロ当たり補助対象経常費用

４．補助対象系統ごとの国庫補助金申請額、負担者とその負担割合

（へ－（ト＋チ））÷へ＝リ

回 回 回 回 ％ 時間 時間 時間

回 回 回 回 ％ 時間 時間 時間

回 回 回 回 ％ 時間 時間 時間

回 回 回 回 ％ 時間 時間 時間

回 回 回 回 ％ 時間 時間 時間

回 回 回 回 ％ 時間 時間 時間

回 回 回 回 ％ 時間 時間 時間

回 回 回 回 ％ 時間 時間 時間

回 回 回 回 ％ 時間 時間 時間

回 回 回 回 ％ 時間 時間 時間

合計

国庫補助金
申請額

レ

円 円 円 円 . 千円

円 円 円 円 . 千円

円 円 円 円 . 千円

円 円 円 円 . 千円

円 円 円 円 . 千円

円 円 円 円 . 千円

円 円 円 円 . 千円

円 円 円 円 . 千円

円 円 円 円 . 千円

円 円 円 円 . 千円

合計 円 円 円 円 . 千円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

合計 円 円 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

負担割合

国庫補助
上限額

ホ×へ = ヌ

0

営業費用

補助対象期間のサービス提供時
間（ロ)

経常収支率

補助ブロック名
補助対象事業者の時間当た

り経常費用
イ÷ロ = ハ

地域時間当たり
標準経常費用

二

時間当たり経常費用
ハとニのいずれか少ない額

ホ

営業外費用 経常費用（イ） 0

営業損益 0 営業外損益 0 経常損益 0

補助対象期間の
損益状況

一 般 乗 合 旅 客 自 動 車 運 送 事 業 ・ 自 家 用 有 償 旅 客 運 送

営業収益 営業外収益

0円.00銭

市区町村
申請
番号

利便増
進特例
措置又
は運送
継続特
例措置

運行
系統名

営業区域
計画運行回数

（い）

経常収益

同一補助ブロッ
ク

市区町村外乗入
部分に係るサー
ビス提供時間

補助ブロック外乗り入
れ部分及び同一補助
ブロック市区町村外乗

り入れ部分以外の
サービス提供時間の

比率

ヘ ト チ

実績運行回数
（ろ）

運休回数
（は）

運休回数の
うち１２条２
項ただし書
によりやむ

を得ないとし
て大臣が認
めた回数

（に）

運行割合
（100%を超える

場合は100%を上
限とする。）

（ほ）

サービス提供時間

補助ブロック外
乗入部分に係る
サービス提供時

間

タ

市区町村
申請
番号

補助対象
経常費用

補助対象系統
の経常収益

補助対象経常
費用から経常

収益を控除した額

ヲのうち補助ブロッ
ク外乗入部分及び
同一補助ブロック市
区町村外乗入部分

以外に係るもの

補助対象経費 補助対象経費の1/2

ル ヌ－ル＝ヲ ヲ×リ＝ワ カ カ×1/2＝ヨ

市区町村
申請
番号

経常費用から
経常収益を控除

した額

損失額から国庫
補助額を控除し

た額

ツの負担者とその負担割合

都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担
「その他の者」の具体
的概要

0 0

負担額 負担割合 負担額 負担割合ハ×へ－ル＝ソ ソ－レ＝ツ 負担額 負担割合 負担額

0 0 0 0 0 千円 . 千円 千円
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 4.「補助対象期間の損益状況」については、消費税相当額を控除した額を記載すること。

 5.「補助ブロック名」については、補助金交付要綱別表６の名称を記載すること。

 6.「地域時間当たり標準経常費用」は、補助ブロックを管轄する地方運輸局等が通知した数値によること。

 7.時間当たり補助対象経常費用の計算上生じた単位未満の端数は切り捨てること。

(1) 記載要領

 1.乗合バス事業の収益、サービス提供時間については、高速バス及び定期観光バス等を除き、費用については、高速バス及び定期観光バス等並びに補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）における補助
金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除くこと。

(2) 添付書類

1.補助対象期間に係る旅客自動車運送事業等報告規則第２条第２項の「事業報告書」又は自家用有償旅客運送の損益明細表。

2.様式第１－５の運行系統別輸送実績。

20.「補助対象経費」は、（ワ）の金額を記載する（千円未満の端数は切り捨てること）。

21.「補助対象経費の１／２」は、系統ごとに百円単位（0.5千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。

22.「国庫補助上限額」については、市区町村等が当該市区町村等に係る国庫補助上限額のうち、各事業者の系統ごとに按分した額を記載することとし、千円未満の端数は切り捨てること。
23.サービス提供時間とは、事業開始時間から事業終了時間までの間をいい、そのうち、待機時間、回送時間、予約受付に係る時間についても含める。ただし、時間外に行われる予約受付に係る時間等については含めな
い。
24.待機時間とは、サービス提供時間のうち、実運行しなかった時間をいう。ただし、休憩時間及びその他事業に従事している時間については含めない。

25.回送時間については、乗客が降車した後、帰庫する際の回送運行は実運行時間として差し支えない。ただし、回送運行中（帰庫途中）に乗用事業による配車指示があり、乗用事業の運行を行った場合は、当該回送運
行は実運行時間とは認められない。

14.「運行割合」は、小数点第２位（第３位以下切り捨て）まで算出して記載すること。

15.「サービス提供時間」、「補助ブロック外乗入部分に係るサービス提供時間」及び「同一補助ブロック市区町村外乗入部分に係るサービス提供時間」は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出すること。

16.「同一補助ブロック市区町村外乗入部分に係るサービス提供時間」については、同一補助ブロック内における市区町村外乗入部分のサービス提供時間を記載することとし、補助ブロックが異なる市区町村外乗入部分
は（ト）に記載すること。

17.「補助ブロック外乗入部分及び市区町村外乗入部分以外のサービス提供時間の比率」は、％以下第３位（小数点第４位切り捨て）まで算出して記載すること。

18.「補助対象経常費用」は、円未満の端数を切り捨てること。

19.「補助対象系統の経常収益」については、補助対象期間における各補助対象系統の経常収益の実績額を記載すること。

 8.申請番号は、事業者及び系統ごとに一連番号とすること。なお、１系統が２つ以上の補助ブロックにまたがる場合は、その比率に応じ低い方をカッコ書きの番号とすること。

 9.「利便増進特例措置又は運送継続特例措置」については、地域公共交通利便増進実施計画の認定を受け、地域内フィーダー系統に係る特例措置の適用（別表９）を受けて補助対象となる場合は「利便」と記載し、地域
旅客運送サービス継続実施計画の認定を受け、地域内フィーダー系統に係る特例措置の適用（別表１０）を受けて補助対象となる場合は「継続」と記載する。

10.「計画運行回数」については、大臣に認定された地域公共交通計画に記載された回数を転載すること。

11.「実績運行回数」については、補助対象期間中に運行した回数を記載すること。

12.「運休回数」については、計画運行回数のうち、補助対象期間中に運休した回数を記載すること。

13.「運休回数のうち１２条２項ただし書によりやむを得ないとして大臣が認めた回数」については、補助対象期間中に運休した回数のうち、天災その他やむを得ない事情がある場合による回数を記載すること。

 2.補助対象事業者の決算期間が補助対象期間と相違している事業者については、補助対象期間の仮決算を行い、その損益状況を損益状況欄に記載すること。

 3.補助対象期間中の一般乗合旅客自動車運送事業（自家用有償旅客運送）と他の事業を兼業している場合の関連収益及び費用の配分については、原則として、自動車運送事業に係る収益及び費用並びに固定資産の
配分基準について（昭和52年５月17日付け自総第338号、自旅第151号、自貨第55号）によること。
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様式第１－５（日本産業規格A列４番）

経常費用 市町村の別 備考

合計 0.0 0 0.0 0.0 0.0 0 0 0 0 0

［記載要領］

0

0

0

0

0.0

0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

営業外
収益
（E）
（円）

計
(C)＋(D)+(E)

１系統当たり
経常費用

（乗用タクシーの場
合は運行サービス
当たりの経常費用）

　【記載要領】
　１．この書類は、補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の実績について、補助対象期間の末日現在における状態に応じて、運行系統（乗用タクシーの場合は運行サービス）ごとに作成すること。（補助対象系統のみ記載すること。）
　２．申請番号は、地域公共交通計画認定申請書の申請番号と同一のものとすること。
　３．運行形態は、路線定期運行、路線不定期運行、区域型運行、乗用タクシーの別を記載すること。
　４．起点及び終点は停留所名をもって記載し、主な経由地は他の運行系統と区別できる停留所名をもって記載し、キロ程は小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで記載すること。
　５．運行回数は、補助対象期間における合計運行回数を記載すること。なお、路線型運行においては１往復を運行回数１回（往路若しくは復路のみの場合は、０．５回とする。）、区域型運行及び乗用タクシーによる運行においては１運行（片道）を運行回数１回、循環系統においては
　　　１循環で運行回数１回とする。
　６．１運行当たり輸送人員は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出すること。
　７．実車走行キロ及びサービス提供時間は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。
　８．１系統当たり経常費用は、路線型にあっては事業者の実車走行キロ当たり経常費用に当該系統の実車走行キロを乗じたもの、デマンド型及び乗用タクシーによる運行にあっては運送実施者のサービス提供時間当たり経常費用に当該系統（乗用タクシーの場合は運行サービス）
　　　のサービス提供時間を乗じたものとする。
　９．備考欄には、補助対象期間中にスト及び積雪等の理由によりバスが運行されなかった期間があった場合等、特記すべき事項について、変更年月日又は期間及びその内容を記載すること。
１０．各運行系統のキロ程、運行回数、輸送人員、輸送人キロ、実車走行キロ、サービス提供時間、運送収入、運送雑収及び営業外収益の欄については必ず記載すること。（乗用タクシーによる運行の場合は、キロ程、実車走行キロは記載不要。）

運行系統別輸送実績（令和７年度）【フィーダー系統】

事 業 者 名

１運行
当たり

輸送人員
（B)/（A)
（人/回）

１人平均
乗車キロ

（km)

輸送
人キロ
（人ｷﾛ）

実車走行
キロ
（km）

経常収益

申請
番号

運行形態
運行系統名

（乗用タクシーの場合は

運行サービス名）

起点
主な

経由地
終点

キロ程
（km） 実運行

時間
待機
時間

回送
時間

予約受付
時間

  サービス提供時間（時間）
運送収入

（C）
（円）

運送雑収
（D）
（円）

0

0

0

0

0.0

0.0

運行系統 年間輸送実績

0

運行回数
（A）
（回）

輸送人員
（B）
（人）

-
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2
 -


